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(57)【要約】
【課題】流動性、粒径分布、及び、高濃度インクへの適応性に優れた顔料分散物を提供す
ること。また、保存安定性に優れたインクジェット記録用インク及びその製造方法、並び
に、インクジェット記録方法を提供すること。
【解決手段】１５重量％以上４５重量％以下のイソインドリン系有機顔料、及び、カチオ
ン重合性化合物を含むことを特徴とする顔料分散物、前記顔料分散物を使用したインクジ
ェット記録用インク及びその製造方法、並びに、前記インクを使用したインクジェット記
録方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１５重量％以上４５重量％以下のイソインドリン系有機顔料、及び、
　カチオン重合性化合物を含むことを特徴とする
　顔料分散物。
【請求項２】
　高分子分散剤をさらに含む、請求項１に記載の顔料分散物。
【請求項３】
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩をさらに含む、請求
項１又は２に記載の顔料分散物。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の顔料分散物、並びに、光酸発生剤及びカチオン重
合性化合物を含むことを特徴とする
　インクジェット記録用インク。
【請求項５】
　前記イソインドリン系有機顔料がピグメントイエロー１８５であり、かつ、インクジェ
ット記録用インク中の前記イソインドリン系有機顔料の含有量がインク総重量に対し７重
量％以上１０重量％以下である請求項４に記載のインクジェット記録用インク。
【請求項６】
　１５重量％以上４５重量％以下のイソインドリン系有機顔料、及び、カチオン重合性化
合物を含む混合物を顔料分散物とする分散工程、並びに、
　前記顔料分散物を、光酸発生剤及びカチオン重合性化合物を含む希釈組成物により希釈
する希釈工程、を含むことを特徴とする
　インクジェット記録用インクの製造方法。
【請求項７】
　請求項４又は５に記載のインクジェット記録用インクを、１画素当たりの付与液滴量が
２ｐＬ以上１０ｐＬ以下であって、さらに、最大付与量が２．２ｍｇ／ｃｍ2超８．８ｍ
ｇ／ｃｍ2未満、被記録体に付与することを特徴とするインクジェット記録方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、顔料分散物、インクジェット記録用インク及びその製造方法、並びに、イン
クジェット記録方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インク吐出口からインクを液滴で吐出するインクジェット方式は、小型で安価であり、
被記録媒体に非接触で画像形成が可能である等の理由から多くのプリンターに用いられて
いる。これらインクジェット方式の中でも、圧電素子の変形を利用しインクを吐出させる
ピエゾインクジェット方式、及び熱エネルギーによるインクの沸騰現象を利用しインクを
液滴吐出する熱インクジェット方式は、高解像度、高速印字性に優れるという特徴を有す
る。
　最近では、家庭用又はオフィス用の写真印刷や文書印刷に留まらず、インクジェットプ
リンターを用いた商業用印刷機器や産業用印刷機器の開発が行なわれるようになってきた
。
　家庭用又はオフィス用のインクジェットインク、写真プリント又は文書印刷を意図して
開発されてきたケースが多く、商業用や産業用の印刷物としては色再現性が狭いこと、ま
た、基材が紙や多孔質基材などの吸収性の被記録媒体に限定されるなどの問題があった。
　上記課題を解決する方法として、これまでに様々な技術が提案されており、例えば、特
許文献１には着色剤をラジカル重合性化合物に分散又は溶解させた紫外線硬化型インクジ
ェットインクなどが開示されている。
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【０００３】
　ただし、紫外線硬化型インクジェットインクを用いた場合の問題点として、異色領域間
、色濃度の差が大きく異なる領域間、又は、着色部と非着色部の領域間での硬化膜の厚み
の差に起因した違和感（以下、レリーフ感）が挙げられる。また、全体としても数十μｍ
の厚みを有した画像が形成されるために、従来のフレキソ印刷やオフセット印刷とは異な
った風合いの仕上がりとなる。このような紫外線硬化型インクジェットインクを用いた場
合の硬化膜の厚みに起因した違和感や従来印刷との風合いの違いを解消することが強く望
まれている。
【０００４】
　これらを解消する手段としては、紫外線硬化型インクジェットインクの着色剤の濃度を
上げ、少ないインク量で画像を形成することが挙げられる。しかしながら、（１）着色剤
の濃度を上げた場合は、粘度上昇による吐出不良が発生する。特にイエローやマゼンタイ
ンクにおいて増粘による吐出不良が顕著になる。また、（２）少ないインク量で画像を形
成した場合は、硬化膜の速乾性や定着性が劣化すしたりする。以上のように、紫外線硬化
型インクジェット印刷におけるレリーフ感の低減が実現できていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特表２０００－５０４７７８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、流動性、粒径分布、及び、高濃度インクへの適応性に優れた顔料分散
物を提供することである。
　本発明の他の目的は、保存安定性に優れたインクジェット記録用インク及びその製造方
法、並びに、インクジェット記録方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の上記課題は、下記＜１＞、＜４＞、＜６＞及び、＜７＞によって達成された。
好ましい実施態様である＜２＞、＜３＞及び＜５＞とともに以下に列記する。
　＜１＞１５重量％以上４５重量％以下のイソインドリン系有機顔料、及び、カチオン重
合性化合物を含むことを特徴とする顔料分散物、
　＜２＞高分子分散剤をさらに含む、＜１＞に記載の顔料分散物、
　＜３＞ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩をさらに含む
、＜１＞又は＜２＞に記載の顔料分散物、
　＜４＞＜１＞～＜３＞のいずれか１つに記載の顔料分散物、並びに、光酸発生剤及びカ
チオン重合性化合物を含むことを特徴とするインクジェット記録用インク、
　＜５＞前記イソインドリン系有機顔料がピグメントイエロー１８５であり、かつ、イン
クジェット記録用インク中の前記イソインドリン系有機顔料の含有量がインク総重量に対
し７重量％以上１０重量％以下である＜４＞に記載のインクジェット記録用インク、
　＜６＞１５重量％以上４５重量％以下のイソインドリン系有機顔料、及び、カチオン重
合性化合物を含む混合物を顔料分散物とする分散工程、並びに、前記顔料分散物を、光酸
発生剤及びカチオン重合性化合物を含む希釈組成物により希釈する希釈工程、を含むこと
を特徴とするインクジェット記録用インクの製造方法、
　＜７＞＜４＞又は＜５＞に記載のインクジェット記録用インクを、１画素当たりの付与
液滴量が２ｐＬ以上１０ｐＬ以下であって、さらに、最大付与量が２．２ｍｇ／ｃｍ2超
８．８ｍｇ／ｃｍ2未満、被記録体に付与することを特徴とするインクジェット記録方法
。
【発明の効果】
【０００８】
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　本発明によれば、流動性、粒径分布、及び、高濃度インクへの適応性に優れた顔料分散
物を提供することができた。
　また、本発明によれば、保存安定性に優れたインクジェット記録用インクインク及びそ
の製造方法、並びに、インクジェット記録方法を提供することができた。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明に用いることができるインクジェット記録装置の一例を示す模式図を表す
。
【図２】図１に示したインクジェット記録装置１０におけるインクジェット記録用ヘッド
ユニット部１２の拡大模式図を表す。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　＜顔料分散物＞
　本発明の顔料分散物は、１５重量％以上４５重量％以下のイソインドリン系有機顔料、
及び、カチオン重合性化合物を含むことを特徴とする。
【００１１】
　（イソインドリン系有機顔料）
　本発明に用いることができるイソインドリン系有機顔料としては、イソインドリン構造
を有する顔料であれば、特に制限はないが、イソインドリン系イエロー有機顔料であるこ
とが好ましい。
【００１２】
　顔料分散物中のイソインドリン系有機顔料の含有量は、分散性（顔料濃度が低い方が良
好である。）、及び、インクの生産効率（顔料濃度が高い方が、効率に優れる。）の観点
から、顔料分散物の総重量に対して、１５重量％以上４５重量％以下であり、２０重量％
以上４０重量％以下であることが好ましく、２５重量％以上３５重量％以下であることが
更に好ましい。
【００１３】
　イソインドリン系イエロー有機顔料としては、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ
　１３９や（ピグメントイエロー１３９）Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１８
５（ピグメントイエロー１８５）などが挙げられる。
　中でも、本発明の効果が顕著に現れるＣ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１８５
を用いることが好ましい。
【００１４】
　（カチオン重合性化合物）
　本発明におけるカチオン重合性化合物としては、好ましくは活性放射線の付与によりカ
チオン重合反応を生起し、硬化する化合物であれば特に制限はなく、モノマー、オリゴマ
ー、ポリマーの種を問わず使用することができるが、特に、光酸発生剤から発生する開始
種により重合反応を生起する、光カチオン重合性モノマーとして知られる各種公知のカチ
オン重合性のモノマーを使用することができる。また、カチオン重合性化合物は単官能化
合物であっても、多官能化合物であってもよく、環状エーテル化合物、及び／又はビニル
エーテル化合物が好ましい。光カチオン重合性モノマーの分子量は、好ましくは６０～８
００である。
【００１５】
　環状エーテル化合物及びビニルエーテル化合物については、インクジェット記録用イン
クの項目においてさらに詳しく説明する。
【００１６】
　本発明の顔料分散物は、前記イソインドリン系有機顔料及びカチオン重合性化合物の混
合物を分散して得られる。この分散には、種々の公知の分散手段を採用することができ、
例えば、ボールミル、サンドミル、アトライター、ロールミル、ジェットミル、ホモジナ
イザー、ペイントシェーカー、ニーダー、アジテータ、ヘンシェルミキサ、コロイドミル
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、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿式ジェットミル、ビーズミルなどの分散装置を
好適に使用することができる。これらの中でも、ボールやビース等を使用するメディア分
散装置を使用することがより好ましく、ビーズミル分散装置を使用することが更に好まし
い。
【００１７】
　前記イソインドリン系有機顔料を分散させる際の顔料分散物は、必須成分として、カチ
オン重合性化合物を含有する。
　顔料分散物中のカチオン重合性化合物の含有量は、顔料分散物の総重量に対して１５～
４５重量％であり、１５～４０重量％であることが好ましく、１５～３５重量％であるこ
とが更に好ましい。上記範囲であると、良好な分散進度と分散安定性が両立でき、さらに
、インクの硬化感度が良好となる。
【００１８】
　前記イソインドリン系有機顔料を分散させる際の顔料分散物中には、顔料分散剤を併用
することが好ましく、高分子分散剤を併用することがより好ましい。高分子分散剤の使用
量は、顔料分散物へ適当量を添加することができ、特に限定されるものではなく、使用す
る分散剤の化学構造や顔料濃度を考慮して決定することが好ましい。
　顔料分散物中の高分子分散剤の含有量としては、顔料の分散性の観点と遊離分散剤濃度
を下げるというから、顔料分散物中のイソインドリン系有機顔料の総重量に対して、１重
量％以上５０重量％以下であることが好ましく、２重量％以上３０重量％以下であること
がより好ましく、５重量％以上２０重量％以下であることが特に好ましい。
　なお、好ましい高分子分散剤の詳細については後に記載する。
【００１９】
　本発明の顔料分散物は、ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウ
ム塩をさらに含むことが好ましい。ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルア
ンモニウム塩については後述する。
【００２０】
　＜インクジェット記録用インク＞
　本発明のインクジェット記録用インクは、本発明の顔料分散物、光酸発生剤及びカチオ
ン重合性化合物を含むことを特徴とする。
　このインクジェット記録用インクの製造方法は、１５重量％以上４５重量％以下のイソ
インドリン系有機顔料、及び、カチオン重合性化合物を含む混合物を顔料分散物とする分
散工程、並びに、得られた顔料分散物を、光酸発生剤及びカチオン重合性化合物からなる
希釈組成物により希釈する工程を必須工程として含む。この場合、顔料分散物及び／又は
希釈組成物が、高分子分散剤を含有することが好ましい。顔料分散物が高分子分散剤を含
有することが好ましく、高分子分散剤を含有しない場合には、希釈組成物に高分子分散剤
を含有させることが好ましい。
【００２１】
　すなわち、本発明のインクジェット記録用インクの製造方法は、以下の分散工程及び希
釈工程の２工程を必須工程として含む。
　ここで、分散工程とは、１５重量％以上４５重量％以下のイソインドリン系有機顔料、
及び、カチオン重合性化合物を必須成分として含有し、好ましい任意成分として高分子分
散剤をさらに含有し、更に好ましい任意成分としてジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化
体のアルキルアンモニウム塩を含有する混合物に分散処理を施して、顔料を好ましくは微
粒子分散した分散物とする工程をいう。
【００２２】
　また、希釈工程とは、前記顔料分散物を、少なくとも光酸発生剤及びカチオン重合性化
合物により希釈し、本発明のインクジェット記録用インクを得る工程をいう。
【００２３】
　少なくとも上記２工程を含む方法により得られるインクジェット記録用インクは、希釈
工程後において、インク中の前記イソインドリン系有機顔料の含有量が、色再現性と吐出



(6) JP 2010-235776 A 2010.10.21

10

20

30

40

50

安定性の両立の観点から、７重量％以上１５重量％以下となることが好ましく、７重量％
以上１０重量％以下となることが特に好ましい。
　また、本発明のインクジェット記録用インクに含有させる成分を、必要に応じて、本発
明の顔料分散物に含有させてもよい。
【００２４】
　以下、本発明のインクジェット記録用インクをさらに詳細に説明する。
【００２５】
　（インク組成物の物性）
　本発明のインクジェット記録用インク（以下、単に「インク」又は「インク組成物」と
もいう。）は、放射線により硬化可能なインク組成物であり、また、油性のインク組成物
であることが好ましい。油性とは、インクが水と混和しないことをいう。
　本発明においては、吐出性を考慮し、２５℃におけるインク組成物の粘度が４０ｍＰａ
・ｓ以下であることが好ましく、５～４０ｍＰａ・ｓであることがより好ましく、７～３
０ｍＰａ・ｓであることが更に好ましい。
　また、吐出温度（好ましくは２５～８０℃、より好ましくは２５～５０℃）における粘
度が、３～２０ｍＰａ・ｓであることが好ましく、３～１５ｍＰａ・ｓであることがより
好ましい。本発明のインク組成物は、粘度が上記範囲になるように適宜組成比を調整する
ことが好ましい。室温での粘度を高く設定することにより、多孔質な被記録媒体を用いた
場合でも、被記録媒体中へのインク浸透を回避し、未硬化モノマーの低減が可能となる。
さらにインク液滴着弾時のインクの滲みを抑えることができ、その結果として画質が改善
されるので好ましい。
【００２６】
　本発明のインク組成物の２５℃における表面張力は、２０～３５ｍＮ／ｍであることが
好ましく、２３～３３ｍＮ／ｍであることがより好ましい。ポリオレフィン、ＰＥＴ、コ
ート紙、非コート紙など様々な被記録媒体へ記録する場合、滲み及び浸透の観点からは、
２０ｍＮ／ｍ以上が好ましく、濡れ性の観点からは、３５ｍＮ／ｍ以下が好ましい。
【００２７】
　本発明のインクジェット記録用インクは、放射線により硬化可能な性質を有する。
　本発明でいう「（活性）放射線」とは、その照射によりインク組成物中において開始種
を発生させることができるエネルギーを付与することができる活性放射線であれば、特に
制限はなく、広くα線、γ線、Ｘ線、紫外線（ＵＶ）、可視光線、電子線などを包含する
ものであるが、中でも、硬化感度及び装置の入手容易性の観点から紫外線及び電子線が好
ましく、特に紫外線が好ましい。したがって、本発明のインクとしては、放射線として、
紫外線を照射することにより硬化可能なインク組成物が好ましい。
【００２８】
　（インクジェット記録用インクの製造方法）
　本発明のインクジェット記録用インクは、上述したように、イソインドリン系有機顔料
を含有する本発明の顔料分散物を、少なくとも光酸発生剤及びカチオン重合性化合物によ
り希釈して得ることができる。イソインドリン系有機顔料は、顔料分散物の項で前述した
ものを好適に使用することができる
　インクジェット記録用インクにおいても、前述のピグメントイエロー１８５が好ましく
使用できる。そのインク中の前記顔料の含有量が、インク総重量に対し７重量％以上１０
重量％以下であることが好ましい。
【００２９】
　本発明のインクにおいて、前記イソインドリン系有機顔料の平均粒径としては、特に制
限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、微粒子であるほど発色性に優れる
ため、直径０．０１～０．４μｍが好ましく、０．０２～０．２μｍがより好ましい。ま
た、前記イソインドリン系顔料の最大粒径としては、３μｍ以下が好ましく、１μｍ以下
がより好ましい。前記イソインドリン系有機顔料の粒径は、前記イソインドリン系顔料、
分散剤、分散媒体の選択、分散条件、ろ過条件の設定などにより調整することができ、前
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記イソインドリン系有機顔料の粒径を制御することにより、ヘッドノズルの詰まりを抑制
し、インク組成物の保存安定性、インク組成物の透明性及び硬化感度を維持することがで
きる。
【００３０】
　（好ましいカチオン重合性化合物）
　使用するカチオン重合性化合物としては、環状エーテル化合物及び／又はビニルエーテ
ル化合物を使用することが好ましい。なお、好ましい環状エーテル化合物、及び、ビニル
エーテル化合物については後に記載する。
【００３１】
　上記カチオン重合性化合物以外に、イソインドリン系有機顔料に対するその他の分散媒
を併用することができる。ただし、本発明のインク組成物は、放射線硬化型のインク組成
物であり、インク組成物を被記録媒体上に適用後硬化させるため、溶媒を含まず、無溶剤
であることが好ましい。これは、硬化されたインク画像中に溶剤が残留すると、耐溶剤性
が劣化したり、残留する溶剤のＶＯＣ（Ｖｏｌａｔｉｌｅ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｏｍｐｏ
ｕｎｄ）の問題が生じるためである。このため、前記分散媒として、活性放射線硬化性化
合物を用い、その中でも、粘度が低いカチオン重合性化合物を選択することが、分散適性
やインク組成物のハンドリング性向上の点で好ましい。
【００３２】
　本発明の顔料分散物、及び、インクジェット記録用インクは、カチオン重合性化合物と
して、環状エーテル化合物及び／又はビニルエーテル化合物を含有することが好ましい。
　（環状エーテル化合物）
　本発明に使用することができる環状エーテル化合物としては、硬化性及び耐擦過性の観
点から、オキセタン環含有化合物及びオキシラン環含有化合物が好適であり、オキセタン
環含有化合物及びオキシラン環含有化合物の両方を含有する態様がより好ましい。
【００３３】
　ここで、本明細書において、オキシラン環含有化合物（以下、適宜「オキシラン化合物
」と称する場合がある。）とは、分子内に、少なくとも１つのオキシラン環（オキシラニ
ル基、エポキシ基）を含む化合物であり、具体的にはエポキシ樹脂として通常用いられて
いるものの中から適宜選択することができ、例えば、従来公知の芳香族エポキシ樹脂、脂
環族エポキシ樹脂、脂肪族エポキシ樹脂が挙げられる。モノマー、オリゴマー及びポリマ
ーのいずれであってもよい。また、オキセタン環含有化合物（以下、適宜「オキセタン化
合物」と称する場合がある。）とは、分子内に少なくとも１つのオキセタン環（オキセタ
ニル基）を含む化合物である。
【００３４】
　本発明に用いることができる単官能オキシラン化合物の例としては、例えば、フェニル
グリシジルエーテル、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルグリシジルエーテル、ブチルグリシ
ジルエーテル、２－エチルヘキシルグリシジルエーテル、アリルグリシジルエーテル、１
，２－ブチレンオキサイド、１，３－ブタジエンモノオキサイド、１，２－エポキシドデ
カン、エピクロロヒドリン、１，２－エポキシデカン、スチレンオキサイド、シクロヘキ
センオキサイド、３－メタクリロイルオキシメチルシクロヘキセンオキサイド、３－アク
リロイルオキシメチルシクロヘキセンオキサイド、３－ビニルシクロヘキセンオキサイド
等が挙げられる。
【００３５】
　また、多官能オキシラン化合物の例としては、例えば、ビスフェノールＡジグリシジル
エーテル、ビスフェノールＦジグリシジルエーテル、ビスフェノールＳジグリシジルエー
テル、臭素化ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、臭素化ビスフェノールＦジグリシ
ジルエーテル、臭素化ビスフェノールＳジグリシジルエーテル、エポキシノボラック樹脂
、水添ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、水添ビスフェノールＦジグリシジルエー
テル、水添ビスフェノールＳジグリシジルエーテル、３，４－エポキシシクロヘキシルメ
チル－３’，４’－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、２－（３，４－エポキシ
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シクロヘキシル）－７，８－エポキシ－１，３－ジオキサスピロ［５．５］ウンデカン、
ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）アジペート、ビニルシクロヘキセンオキ
サイド、４－ビニルエポキシシクロヘキサン、ビス（３，４－エポキシ－６－メチルシク
ロヘキシルメチル）アジペート、３，４－エポキシ－６－メチルシクロヘキシル－３’，
４’－エポキシ－６’－メチルシクロヘキサンカルボキシレート、メチレンビス（３，４
－エポキシシクロヘキサン）、ジシクロペンタジエンジエポキサイド、エチレングリコー
ルのジ（３，４－エポキシシクロヘキシルメチル）エーテル、エチレンビス（３，４－エ
ポキシシクロヘキサンカルボキシレート）、エポキシヘキサヒドロフタル酸ジオクチル、
エポキシヘキサヒドロフタル酸ジ－２－エチルヘキシル、１，４－ブタンジオールジグリ
シジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリントリグリ
シジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ポリエチレングリコ
ールジグリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル類、１，１
３－テトラデカジエンジオキサイド、リモネンジオキサイド、１，２，７，８－ジエポキ
シオクタン、１，２，５，６－ジエポキシシクロオクタン等が挙げられる。
【００３６】
　これらのオキシラン化合物の中でも、芳香族エポキシド及び脂環式エポキシドが、硬化
速度に優れるという観点から好ましく、特に脂環式エポキシドが好ましい。
【００３７】
　本発明におけるオキセタン化合物としては、特開２００１－２２０５２６号、同２００
１－３１０９３７号、同２００３－３４１２１７号の各公報に記載される如き、公知のオ
キセタン化合物を任意に選択して使用できる。
【００３８】
　本発明に使用することができるオキセタン化合物としては、その構造内にオキセタン環
を１～４個有する化合物が好ましい。このような化合物を使用することで、インクジェッ
ト記録用液体の粘度をハンドリング性の良好な範囲に維持することが容易となり、また、
硬化後のインクの被記録媒体との高い密着性を得ることができる。
【００３９】
　本発明で用いることができる単官能オキセタン化合物の例としては、例えば、３－エチ
ル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、３－（メタ）アリルオキシメチル－３－エチルオ
キセタン、（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチルベンゼン、４－フルオロ－
［１－（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチル［ベンゼン、４－メトキシ－［
１－（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチル］ベンゼン、［１－（３－エチル
－３－オキセタニルメトキシ）エチル］フェニルエーテル、イソブトキシメチル（３－エ
チル－３－オキセタニルメチル）エーテル、イソボルニルオキシエチル（３－エチル－３
－オキセタニルメチル）エーテル、イソボルニル（３－エチル－３－オキセタニルメチル
）エーテル、２－エチルヘキシル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、エ
チルジエチレングリコール（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジシクロ
ペンタジエン（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジシクロペンテニルオ
キシエチル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジシクロペンテニル（３
－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、テトラヒドロフルフリル（３－エチル－
３－オキセタニルメチル）エーテル、テトラブロモフェニル（３－エチル－３－オキセタ
ニルメチル）エーテル、２－テトラブロモフェノキシエチル（３－エチル－３－オキセタ
ニルメチル）エーテル、トリブロモフェニル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エ
ーテル、２－トリブロモフェノキシエチル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エー
テル、２－ヒドロキシエチル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、２－ヒ
ドロキシプロピル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ブトキシエチル（
３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ペンタクロロフェニル（３－エチル－
３－オキセタニルメチル）エーテル、ペンタブロモフェニル（３－エチル－３－オキセタ
ニルメチル）エーテル、ボルニル（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル等が
挙げられる。
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【００４０】
　多官能オキセタン化合物の例としては、例えば、３，７－ビス（３－オキセタニル）－
５－オキサ－ノナン、３，３’－（１，３－（２－メチレニル）プロパンジイルビス（オ
キシメチレン））ビス－（３－エチルオキセタン）、１，４－ビス［（３－エチル－３－
オキセタニルメトキシ）メチル］ベンゼン、１，２－ビス［（３－エチル－３－オキセタ
ニルメトキシ）メチル］エタン、１，３－ビス［（３－エチル－３－オキセタニルメトキ
シ）メチル］プロパン、エチレングリコールビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル
）エーテル、ジシクロペンテニルビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル
、トリエチレングリコールビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、テト
ラエチレングリコールビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、トリシク
ロデカンジイルジメチレン（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、トリメチ
ロールプロパントリス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、１，４－ビス
（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）ブタン、１，６－ビス（３－エチル－３－オ
キセタニルメトキシ）ヘキサン、ペンタエリスリトールトリス（３－エチル－３－オキセ
タニルメチル）エーテル、ペンタエリスリトールテトラキス（３－エチル－３－オキセタ
ニルメチル）エーテル、ポリエチレングリコールビス（３－エチル－３－オキセタニルメ
チル）エーテル、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－エチル－３－オキセタニルメ
チル）エーテル、ジペンタエリスリトールペンタキス（３－エチル－３－オキセタニルメ
チル）エーテル、ジペンタエリスリトールテトラキス（３－エチル－３－オキセタニルメ
チル）エーテル、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－エチル－
３－オキセタニルメチル）エーテル、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールペンタ
キス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、ジトリメチロールプロパンテト
ラキス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、エチレンオキサイド（ＥＯ）
変性ビスフェノールＡビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテル、プロピレ
ンオキサイド（ＰＯ）変性ビスフェノールＡビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル
）エーテル、ＥＯ変性水添ビスフェノールＡビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル
）エーテル、ＰＯ変性水添ビスフェノールＡビス（３－エチル－３－オキセタニルメチル
）エーテル、ＥＯ変性ビスフェノールＦ（３－エチル－３－オキセタニルメチル）エーテ
ル等の多官能オキセタンが挙げられる。
【００４１】
　このようなオキセタン化合物については、前記特開２００３－３４１２１７号公報、段
落００２１乃至００８４に詳細に記載され、ここに記載の化合物は本発明にも好適に使用
しうる。
【００４２】
　本発明で使用するオキセタン化合物の中でも、インクジェット記録用液体の粘度と粘着
性の観点から、オキセタン環を１～２個有する化合物を使用することが好ましい。
【００４３】
　本発明においては、これらの環状エーテル化合物は、１種のみを用いても、２種以上を
併用してもよい。
【００４４】
　（ビニルエーテル化合物）
　本発明におけるビニルエーテル化合物としては、何らかのエネルギー付与によりカチオ
ン重合反応を生起し、硬化する化合物であれば特に制限はなく、モノマー、オリゴマー、
ポリマーの種を問わず使用することができるが、特に、光酸発生剤から発生する開始種に
より重合反応を生起する、光カチオン重合性モノマーとして知られる各種公知のカチオン
重合性のモノマーを使用することができる。また、ビニルエーテル重合性化合物は単官能
化合物であっても、多官能化合物であってもよい。
【００４５】
　本発明に用いることができる単官能ビニルエーテルの例としては、例えば、メチルビニ
ルエーテル、エチルビニルエーテル、プロピルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテ
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ル、ｔ－ブチルビニルエーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、ｎ－ノニルビニル
エーテル、ラウリルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル、シクロヘキシルメ
チルビニルエーテル、４－メチルシクロヘキシルメチルビニルエーテル、ベンジルビニル
エーテル、ジシクロペンテニルビニルエーテル、２－ジシクロペンテノキシエチルビニル
エーテル、メトキシエチルビニルエーテル、エトキシエチルビニルエーテル、ブトキシエ
チルビニルエーテル、メトキシエトキシエチルビニルエーテル、エトキシエトキシエチル
ビニルエーテル、メトキシポリエチレングリコールビニルエーテル、テトラヒドロフリフ
リルビニルエーテル、２－ヒドロキシエチルビニルエーテル、２－ヒドロキシプロピルビ
ニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、４－ヒドロキシメチルシクロヘキ
シルメチルビニルエーテル、ジエチレングリコールモノビニルエーテル、ポリエチレング
リコールビニルエーテル、クロロエチルビニルエーテル、クロロブチルビニルエーテル、
クロロエトキシエチルビニルエーテル、フェニルエチルビニルエーテル、フェノキシポリ
エチレングリコールビニルエーテル等が挙げられる。
【００４６】
　また、多官能ビニルエーテルの例としては、例えば、エチレングリコールジビニルエー
テル、ジエチレングリコールジビニルエーテル、ポリエチレングリコールジビニルエーテ
ル、プロピレングリコールジビニルエーテル、ブチレングリコールジビニルエーテル、ヘ
キサンジオールジビニルエーテル、ビスフェノールＡアルキレンオキサイドジビニルエー
テル、ビスフェノールＦアルキレンオキサイドジビニルエーテルなどのジビニルエーテル
類；トリメチロールエタントリビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエー
テル、ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル、グリセリントリビニルエーテル
、ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、ジペンタエリスリトールペンタビニルエ
ーテル、ジペンタエリスリトールヘキサビニルエーテル、エチレンオキサイド付加トリメ
チロールプロパントリビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加トリメチロールプロパ
ントリビニルエーテル、エチレンオキサイド付加ジトリメチロールプロパンテトラビニル
エーテル、プロピレンオキサイド付加ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル、
エチレンオキサイド付加ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、プロピレンオキサ
イド付加ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、エチレンオキサイド付加ジペンタ
エリスリトールヘキサビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加ジペンタエリスリトー
ルヘキサビニルエーテルなどの多官能ビニルエーテル類等が挙げられる。
【００４７】
　ビニルエーテル化合物としては、ジ又はトリビニルエーテル化合物が、硬化性、被記録
媒体との密着性、形成された画像の表面硬度などの観点から好ましく、特にジビニルエー
テル化合物が好ましい。
【００４８】
　（光酸発生剤）
　本発明のインク組成物は、放射線の照射により酸を発生する化合物、すなわち光酸発生
剤、を含有する。
　本発明に用いることができる光酸発生剤としては、光カチオン重合の光開始剤、光ラジ
カル重合の光開始剤、色素類の光消色剤、光変色剤、あるいはマイクロレジスト等に使用
されている光（４００～２００ｎｍの紫外線、遠紫外線、特に好ましくは、ｇ線、ｈ線、
ｉ線、ＫｒＦエキシマレーザー光）、ＡｒＦエキシマレーザー光、電子線、Ｘ線、分子線
又はイオンビームなどの照射により酸を発生する化合物を適宜選択して使用することがで
きる。
【００４９】
　このような光酸発生剤としては、放射線の照射により分解して酸を発生する、ジアゾニ
ウム塩、ホスホニウム塩、スルホニウム塩、ヨードニウム塩などのオニウム塩化合物、イ
ミドスルホネート、オキシムスルホネート、ジアゾジスルホン、ジスルホン、ｏ－ニトロ
ベンジルスルホネート等のスルホネート化合物などを挙げることができる。
【００５０】
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　また、その他の本発明に用いられる活性光線又は放射線の照射により酸を発生する化合
物としては、例えば、Ｓ．Ｉ．Ｓｃｈｌｅｓｉｎｇｅｒ，Ｐｈｏｔｏｇｒ．Ｓｃｉ．Ｅｎ
ｇ．，１８，３８７（１９７４）、Ｔ．Ｓ．Ｂａｌ　ｅｔａｌ，Ｐｏｌｙｍｅｒ，２１，
４２３（１９８０）等に記載のジアゾニウム塩、米国特許第４，０６９，０５５号、同４
，０６９，０５６号、同　Ｒｅ　２７，９９２号、特開平３－１４０１４０号等に記載の
アンモニウム塩、Ｄ．Ｃ．Ｎｅｃｋｅｒ　ｅｔａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，１
７，２４６８（１９８４）、Ｃ．Ｓ．Ｗｅｎ　ｅｔａｌ，Ｔｅｃｈ，Ｐｒｏｃ．Ｃｏｎｆ
．Ｒａｄ．Ｃｕｒｉｎｇ　ＡＳＩＡ，ｐ４７８　Ｔｏｋｙｏ，Ｏｃｔ（１９８８）、米国
特許第４，０６９，０５５号、同４，０６９，０５６号等に記載のホスホニウム塩、Ｊ．
Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，１０（６），１３０
７（１９７７）、Ｃｈｅｍ．＆Ｅｎｇ．Ｎｅｗｓ，Ｎｏｖ．２８，ｐ３１（１９８８）、
欧州特許第１０４，１４３号、同第３３９，０４９号、同第４１０，２０１号、特開平２
－１５０８４８号、特開平２－２９６５１４号等に記載のヨードニウム塩、
【００５１】
　Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔａｌ，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｊ．１７，７３（１９８５）
、Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔａｌ．Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．，４３，３０５５（１
９７８）、Ｗ．Ｒ．Ｗａｔｔ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉ．，Ｐｏｌｙｍｅ
ｒ　Ｃｈｅｍ．Ｅｄ．，２２，１７８９（１９８４）、Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔ
ａｌ，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｂｕｌｌ．，１４，２７９（１９８５）、Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌ
ｌｏ　ｅｔ　ａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，１４（５），１１４１（１９８１）
、Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉ．，Ｐｏｌｙｍｅ
ｒ　Ｃｈｅｍ．Ｅｄ．，１７，２８７７（１９７９）、欧州特許第３７０，６９３号、同
１６１，８１１号、同４１０，２０１号、同３３９，０４９号、同２３３，５６７号、同
２９７，４４３号、同２９７，４４２号、米国特許第３，９０２，１１４号、同４，９３
３，３７７号、同４，７６０，０１３号、同４，７３４，４４４号、同２，８３３，８２
７号、独国特許第２，９０４，６２６号、同３，６０４，５８０号、同３，６０４，５８
１号、特開平７－２８２３７号、同８－２７１０２号等に記載のスルホニウム塩、
【００５２】
　Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，１０（６），
１３０７（１９７７）、Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓ
ｃｉ．，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｈｅｍ．Ｅｄ．，１７，１０４７（１９７９）等に記載のセ
レノニウム塩、Ｃ．Ｓ．Ｗｅｎ　ｅｔａｌ，Ｔｅｃｈ，Ｐｒｏｃ．Ｃｏｎｆ．Ｒａｄ．Ｃ
ｕｒｉｎｇ　ＡＳＩＡ，ｐ４７８　Ｔｏｋｙｏ，Ｏｃｔ（１９８８）等に記載のアルソニ
ウム塩等のオニウム塩、米国特許第３，９０５，８１５号、特公昭４６－４６０５号、特
開昭４８－３６２８１号、特開昭５５－３２０７０号、特開昭６０－２３９７３６号、特
開昭６１－１６９８３５号、特開昭６１－１６９８３７号、特開昭６２－５８２４１号、
特開昭６２－２１２４０１号、特開昭６３－７０２４３号、特開昭６３－２９８３３９号
等に記載の有機ハロゲン化合物、Ｋ．Ｍｅｉｅｒ　ｅｔ　ａｌ，Ｊ．Ｒａｄ．Ｃｕｒｉｎ
ｇ，１３（４），２６（１９８６）、Ｔ．Ｐ．Ｇｉｌｌ　ｅｔ　ａｌ，Ｉｎｏｒｇ．Ｃｈ
ｅｍ．，１９，３００７（１９８０）、Ｄ．Ａｓｔｒｕｃ，Ａｃｃ．Ｃｈｅｍ．Ｒｅｓ．
，１９（１２），３７７（１９８６）、特開平２－１６１４４５号等に記載の有機金属／
有機ハロゲン化物、
【００５３】
　Ｓ．Ｈａｙａｓｅ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉ．，２５，７５３（１９８
７）、Ｅ．Ｒｅｉｃｈｍａｎｉｓ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉ．，Ｐｏｌｙ
ｍｅｒ　Ｃｈｅｍ．Ｅｄ．，２３，１（１９８５）、Ｑ．Ｑ．Ｚｈｕ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｐ
ｈｏｔｏｃｈｅｍ．，３６，８５，３９，３１７（１９８７）、Ｂ．Ａｍｉｔ　ｅｔａｌ
，Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ　Ｌｅｔｔ．，（２４）２２０５（１９７３）、Ｄ．Ｈ．Ｒ．
Ｂａｒｔｏｎ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，３５７１（１９６５）、Ｐ．Ｍ．Ｃ
ｏｌｌｉｎｓ　ｅｔ　ａｌ，Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，Ｐｅｒｋｉｎ　Ｉ，１６９５（１
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９７５）、Ｍ．Ｒｕｄｉｎｓｔｅｉｎ　ｅｔａｌ，Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ　Ｌｅｔｔ．
，（１７），１４４５（１９７５）、Ｊ．Ｗ．Ｗａｌｋｅｒ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ａｍ．Ｃｈ
ｅｍ．Ｓｏｃ．，１１０，７１７０（１９８８）、Ｓ．Ｃ．Ｂｕｓｍａｎ　ｅｔａｌ，Ｊ
．Ｉｍａｇｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｏｌ．，１１（４），１９１（１９８５）、Ｈ．Ｍ．Ｈｏ
ｕｌｉｈａｎ　ｅｔａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，２１，２００１（１９８８）
、Ｐ．Ｍ．Ｃｏｌｌｉｎｓ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍｕ
ｎ．，５３２（１９７２）、Ｓ．Ｈａｙａｓｅ　ｅｔａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅ
ｓ，１８，１７９９（１９８５）、Ｅ．Ｒｅｉｃｈｍａｎｉｓ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｅｌｅｃ
ｔｒｏｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，Ｓｏｌｉｄ　Ｓｔａｔｅ　Ｓｃｉ．Ｔｅｃｈｎｏｌ．，１３
０（６）、Ｆ．Ｍ．Ｈｏｕｌｉｈａｎ　ｅｔａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｃｕｌｅｓ，２１，
２００１（１９８８）、欧州特許第０２９０，７５０号、同０４６，０８３号、同１５６
，５３５号、同２７１，８５１号、同０，３８８，３４３号、米国特許第３，９０１，７
１０号、同４，１８１，５３１号、特開昭６０－１９８５３８号、特開昭５３－１３３０
２２号等に記載のＯ－ニトロベンジル型保護基を有する光酸発生剤、
【００５４】
　Ｍ．ＴＵＮＯＯＫＡ　ｅｔａｌ，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｐｒｅｐｒｉｎｔｓ　Ｊａｐａｎ，
３５（８）、Ｇ．Ｂｅｒｎｅｒ　ｅｔａｌ，Ｊ．Ｒａｄ．Ｃｕｒｉｎｇ，１３（４）、Ｗ
．Ｊ．Ｍｉｊｓ　ｅｔａｌ，Ｃｏａｔｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｏｌ．，５５（６９７），４５
（１９８３），Ａｋｚｏ、Ｈ．Ａｄａｃｈｉ　ｅｔａｌ，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｐｒｅｐｒｉ
ｎｔｓ，Ｊａｐａｎ，３７（３）、欧州特許第０１９９，６７２号、同８４５１５号、同
０４４，１１５号、同第６１８，５６４号、同０１０１，１２２号、米国特許第４，３７
１，６０５号、同４，４３１，７７４号、特開昭６４－１８１４３号、特開平２－２４５
７５６号、特開平３－１４０１０９号等に記載のイミノスルフォネ－ト等に代表される光
分解してスルホン酸を発生する化合物、特開昭６１－１６６５４４号、特開平２－７１２
７０号等に記載のジスルホン化合物、特開平３－１０３８５４号、同３－１０３８５６号
、同４－２１０９６０号等に記載のジアゾケトスルホン、ジアゾジスルホン化合物を挙げ
ることができる。
【００５５】
　また、これらの光により酸を発生する基、あるいは化合物をポリマーの主鎖又は側鎖に
導入した化合物、たとえば、Ｍ．Ｅ．Ｗｏｏｄｈｏｕｓｅ　ｅｔ　ａｌ，Ｊ．Ａｍ．Ｃｈ
ｅｍ．Ｓｏｃ．，１０４，５５８６（１９８２）、Ｓ．Ｐ．Ｐａｐｐａｓ　ｅｔ　ａｌ，
Ｊ．Ｉｍａｇｉｎｇ　Ｓｃｉ．，３０（５），２１８（１９８６）、Ｓ．Ｋｏｎｄｏ　ｅ
ｔａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌ．Ｃｈｅｍ．，Ｒａｐｉｄ　Ｃｏｍｍｕｎ．，９，６２５（１
９８８）、Ｙ．Ｙａｍａｄａ　ｅｔａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌ．Ｃｈｅｍ．，１５２，１５
３，１６３（１９７２）、Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔ　ａｌ，Ｊ．Ｐｏｌｙｍｅｒ
Ｓｃｉ．，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｈｅｍ．Ｅｄ．，１７，３８４５（１９７９）、米国特許
第３，８４９，１３７号、独国特許第３，９１４，４０７号、特開昭６３－２６６５３号
、特開昭５５－１６４８２４号、特開昭６２－６９２６３号、特開昭６３－１４６０３８
号、特開昭６３－１６３４５２号、特開昭６２－１５３８５３号、特開昭６３－１４６０
２９号等に記載の化合物を用いることができる。たとえば、ジアゾニウム塩、アンモニウ
ム塩、ホスホニウム塩、ヨードニウム塩、スルホニウム塩、セレノニウム塩、アルソニウ
ム塩等のオニウム塩、有機ハロゲン化合物、有機金属／有機ハロゲン化物、ｏ－ニトロベ
ンジル型保護基を有する光酸発生剤、イミノスルフォネート等に代表される光分解してス
ルホン酸を発生する化合物、ジスルホン化合物、ジアゾケトスルホン、ジアゾジスルホン
化合物を挙げることができる。
【００５６】
　さらにＶ．Ｎ．Ｒ．Ｐｉｌｌａｉ，Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ，（１），１（１９８０）、Ａ
．Ａｂａｄ　ｅｔａｌ，Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ　Ｌｅｔｔ．，（４７）４５５５（１９
７１）、Ｄ．Ｈ．Ｒ．Ｂａｒｔｏｎ　ｅｔ　ａｌ，Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，（Ｃ），３
２９（１９７０）、米国特許第３，７７９，７７８号、欧州特許第１２６，７１２号等に
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記載の光により酸を発生する化合物も使用することができる。
【００５７】
　本発明に使用することができる光酸発生剤として好ましい化合物として、下記式（ｂ１
）、（ｂ２）及び（ｂ３）で表される化合物を挙げることができる。
【００５８】
【化１】

【００５９】
　式（ｂ１）において、Ｒ201、Ｒ202及びＲ203は、各々独立に有機基を表す。
【００６０】
　Ｘ-は、非求核性アニオンを表し、好ましくはスルホン酸アニオン、カルボン酸アニオ
ン、ビス（アルキルスルホニル）アミドアニオン、トリス（アルキルスルホニル）メチド
アニオン、ＢＦ4

-、ＰＦ6
-、ＳｂＦ6

-や以下に示す基などが挙げられ、好ましくは炭素原
子を有する有機アニオンである。
【００６１】
【化２】

【００６２】
　好ましい有機アニオンとしては下式に示す有機アニオンが挙げられる。
【００６３】
【化３】

【００６４】
　Ｒｃ1は、有機基を表す。
　Ｒｃ1における有機基として炭素数１～３０のものが挙げられ、好ましくはアルキル基
、シクロアルキル基、アリール基、又はこれらの複数が、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ2－、
－Ｓ－、－ＳＯ3－、－ＳＯ2Ｎ（Ｒｄ1）－などの連結基で連結された基を挙げることが
できる。
　Ｒｄ1は、水素原子、アルキル基を表す。
　Ｒｃ3、Ｒｃ4、Ｒｃ5は、各々独立に、有機基を表す。
　Ｒｃ3、Ｒｃ4、Ｒｃ5の有機基として、好ましくはＲｃ1における好ましい有機基と同じ
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ものを挙げることができ、最も好ましくは炭素数１～４のパーフルオロアルキル基である
。
　Ｒｃ3とＲｃ4が結合して環を形成していてもよい。
　Ｒｃ3とＲｃ4が結合して形成される基としてはアルキレン基、アリーレン基が挙げられ
る。好ましくは炭素数２～４のパーフルオロアルキレン基である。
　Ｒｃ1、Ｒｃ3～Ｒｃ5の有機基として、最も好ましくは１位がフッ素原子又はフルオロ
アルキル基で置換されたアルキル基、フッ素原子又はフルオロアルキル基で置換されたフ
ェニル基である。フッ素原子又はフルオロアルキル基を有することにより、光照射によっ
て発生した酸の酸性度が上がり、感度が向上する。
【００６５】
　Ｒ201、Ｒ202及びＲ203としての有機基の炭素数は、１～３０であり、好ましくは１～
２０である。
　また、Ｒ201～Ｒ203のうち２つが結合して環構造を形成してもよく、環内に酸素原子、
硫黄原子、エステル結合、アミド結合、カルボニル基を含んでいてもよい。Ｒ201～Ｒ203

の内の２つが結合して形成する基としては、アルキレン基（例えば、ブチレン基、ペンチ
レン基）を挙げることができる。
【００６６】
　Ｒ201、Ｒ202及びＲ203としての有機基の具体例としては、後述する化合物（ｂ１－１
）、（ｂ１－２）、（ｂ１－３）における対応する基を挙げることができる。
　なお、式（ｂ１）で表される構造を複数有する化合物であってもよい。例えば、式（ｂ
１）で表される化合物のＲ201～Ｒ203のうち少なくともひとつが、式（ｂ１）で表される
他の化合物におけるＲ201～Ｒ203の少なくともひとつと直接、又は、連結基を介して結合
した構造を有する化合物であってもよい。
　更に好ましい（ｂ１）成分として、以下に説明する化合物（ｂ１－１）、（ｂ１－２）
、及び（ｂ１－３）を挙げることができる。
【００６７】
　化合物（ｂ１－１）は、上記式（ｂ１）のＲ201～Ｒ203の少なくとも１つがアリール基
である、アリールスルホニム化合物、すなわち、アリールスルホニウムをカチオンとする
化合物である。
　アリールスルホニウム化合物は、Ｒ201～Ｒ203の全てがアリール基でもよいし、Ｒ201

～Ｒ203の一部がアリール基で、残りがアルキル基、シクロアルキル基でもよい。
　アリールスルホニウム化合物としては、例えば、トリアリールスルホニウム化合物、ジ
アリールアルキルスルホニウム化合物、アリールジアルキルスルホニウム化合物、ジアリ
ールシクロアルキルスルホニウム化合物、アリールジシクロアルキルスルホニウム化合物
等を挙げることができる。
【００６８】
　アリールスルホニウム化合物のアリール基としてはフェニル基、ナフチル基などのアリ
ール基、インドール残基、ピロール残基、などのヘテロアリール基が好ましく、更に好ま
しくはフェニル基、インドール残基である。アリールスルホニム化合物が２つ以上のアリ
ール基を有する場合に、２つ以上あるアリール基は同一であっても異なっていてもよい。
【００６９】
　アリールスルホニウム化合物が必要に応じて有しているアルキル基としては、炭素数１
～１５の直鎖又は分岐状アルキル基が好ましく、例えば、メチル基、エチル基、プロピル
基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基等を挙げることができる。
【００７０】
　アリールスルホニウム化合物が必要に応じて有しているシクロアルキル基としては、炭
素数３～１５のシクロアルキル基が好ましく、例えば、シクロプロピル基、シクロブチル
基、シクロヘキシル基等を挙げることができる。
【００７１】
　Ｒ201～Ｒ203のアリール基、アルキル基、シクロアルキル基は、アルキル基（例えば炭
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数６～１４）、アルコキシ基（例えば炭素数１～１５）、ハロゲン原子、水酸基、フェニ
ルチオ基を置換基として有してもよい。好ましい置換基としては、炭素数１～１２の直鎖
又は分岐状アルキル基、炭素数３～１２のシクロアルキル基、炭素数１～１２の直鎖、分
岐又は環状のアルコキシ基であり、最も好ましくは炭素数１～４のアルキル基、炭素数１
～４のアルコキシ基である。置換基は、３つのＲ201～Ｒ203のうち、いずれか１つに置換
していてもよいし、３つ全てに置換していてもよい。また、Ｒ201～Ｒ203がアリール基の
場合に、置換基はアリール基のｐ－位に置換していることが好ましい。
【００７２】
　次に、化合物（ｂ１－２）について説明する。
　化合物（ｂ１－２）は、式（ｂ１）におけるＲ201～Ｒ203が、各々独立に、芳香環を含
有しない有機基を表す場合の化合物である。ここで芳香環とは、ヘテロ原子を含有する芳
香族環も包含するものである。
【００７３】
　Ｒ201～Ｒ203としての芳香環を含有しない有機基は、一般的に炭素数１～３０、好まし
くは炭素数１～２０である。
【００７４】
　Ｒ201～Ｒ203は、各々独立に、好ましくはアルキル基、シクロアルキル基、アリル基、
ビニル基であり、より好ましくは直鎖、分岐、環状２－オキソアルキル基、アルコキシカ
ルボニルメチル基、特に好ましくは直鎖、分岐２－オキソアルキル基である。
【００７５】
　Ｒ201～Ｒ203としてのアルキル基は、直鎖状、分岐状のいずれであってもよく、好まし
くは、炭素数１～１０の直鎖又は分岐アルキル基（例えば、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、ブチル基、ペンチル基）を挙げることができ、直鎖、分岐２－オキソアルキル基、
アルコキシカルボニルメチル基がより好ましい。
【００７６】
　Ｒ201～Ｒ203としてのシクロアルキル基は、好ましくは、炭素数３～１０のシクロアル
キル基（シクロペンチル基、シクロヘキシル基、ノルボニル基）を挙げることができ、環
状２－オキソアルキル基がより好ましい。
【００７７】
　Ｒ201～Ｒ203の直鎖、分岐、環状２－オキソアルキル基としては、好ましくは、上記の
アルキル基、シクロアルキル基の２位に＞Ｃ＝Ｏを有する基を挙げることができる。
【００７８】
　Ｒ201～Ｒ203としてのアルコキシカルボニルメチル基におけるアルコキシ基としては、
好ましくは炭素数１～５のアルコキシ基（メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブト
キシ基、ペントキシ基）を挙げることができる。
【００７９】
　Ｒ201～Ｒ203は、ハロゲン原子、アルコキシ基（例えば炭素数１～５）、水酸基、シア
ノ基、ニトロ基によって更に置換されていてもよい。
【００８０】
　化合物（ｂ１－３）とは、以下の式（ｂ１－３）で表される化合物であり、フェナシル
スルホニウム塩構造を有する化合物である。
【００８１】
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【化４】

【００８２】
　式（ｂ１－３）において、Ｒ1c～Ｒ5cは、各々独立に、水素原子、アルキル基、シクロ
アルキル基、アルコキシ基、又はハロゲン原子を表す。
　Ｒ6c及びＲ7cは、各々独立に、水素原子、アルキル基又はシクロアルキル基を表す。
　Ｒx及びＲyは、各々独立に、アルキル基、シクロアルキル基、アリル基、又はビニル基
を表す。
　Ｒ1c～Ｒ5c中のいずれか２つ以上、Ｒ6cとＲ7c、及びＲxとＲyは、それぞれ結合して環
構造を形成してもよい。
　Ｚｃ-は、非求核性アニオンを表し、式（ｂ１）に於けるＸ-の非求核性アニオンと同様
のものを挙げることができる。
【００８３】
　Ｒ1c～Ｒ7cとしてのアルキル基は、直鎖状、分岐状のいずれであってもよく、例えば炭
素数１～２０個、好ましくは炭素数１～１２個の直鎖及び分岐アルキル基（例えば、メチ
ル基、エチル基、直鎖又は分岐プロピル基、直鎖又は分岐ブチル基、直鎖又は分岐ペンチ
ル基）を挙げることができる。
　Ｒ1c～Ｒ7cのシクロアルキル基として、好ましくは、炭素数３～８個のシクロアルキル
基（例えば、シクロペンチル基、シクロヘキシル基）を挙げることができる。
　Ｒ1c～Ｒ5cとしてのアルコキシ基は、直鎖、分岐、環状のいずれであってもよく、例え
ば炭素数１～１０のアルコキシ基、好ましくは、炭素数１～５の直鎖及び分岐アルコキシ
基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、直鎖又は分岐プロポキシ基、直鎖又は分岐ブトキ
シ基、直鎖又は分岐ペントキシ基）、炭素数３～８の環状アルコキシ基（例えば、シクロ
ペンチルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基）を挙げることができる。
【００８４】
　Ｒ1c～Ｒ5c中のいずれか２つ以上、Ｒ6cとＲ7c、及びＲxとＲyが結合して形成する基と
しては、ブチレン基、ペンチレン基等を挙げることができる。この環構造は、酸素原子、
硫黄原子、エステル結合、アミド結合を含んでいてもよい。
　好ましくはＲ1c～Ｒ5cのうちいずれかが直鎖状若しくは分岐状アルキル基、シクロアル
キル基又は直鎖、分岐、環状アルコキシ基であり、更に好ましくはＲ1cからＲ5cの炭素数
の和が２～１５である。溶剤溶解性がより向上し、保存時にパーティクルの発生が抑制さ
れるので好ましい。
【００８５】
　Ｒx及びＲyとしてのアルキル基、シクロアルキル基は、Ｒ1c～Ｒ7cとしてのアルキル基
、シクロアルキル基と同様のものを挙げることができる。
　Ｒx及びＲyは、２－オキソアルキル基、アルコキシカルボニルメチル基であることが好
ましい。
　２－オキソアルキル基は、Ｒ1c～Ｒ5cとしてのアルキル基、シクロアルキル基の２位に
＞Ｃ＝Ｏを有する基を挙げることができる。
　アルコキシカルボニルメチル基におけるアルコキシ基については、Ｒ1c～Ｒ5cとしての
アルコキシ基と同様のものを挙げることができる。
　Ｒx、Ｒyは、好ましくは炭素数４個以上のアルキル基、シクロアルキル基であり、より
好ましくは６個以上、更に好ましくは８個以上のアルキル基、シクロアルキル基である。
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　式（ｂ２）、（ｂ３）中、Ｒ204～Ｒ207は、各々独立に、アリール基、アルキル基又は
シクロアルキル基を表す。Ｘ-は、非求核性アニオンを表し、式（ｂ１）に於けるＸ-の非
求核性アニオンと同様のものを挙げることができる。
　Ｒ204～Ｒ207のアリール基としてはフェニル基、ナフチル基が好ましく、更に好ましく
はフェニル基である。
　Ｒ204～Ｒ207としてのアルキル基は、直鎖状、分岐状のいずれであってもよく、好まし
くは、炭素数１～１０の直鎖又は分岐アルキル基（例えば、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、ブチル基、ペンチル基）を挙げることができる。Ｒ204～Ｒ207としてのシクロアル
キル基は、好ましくは、炭素数３～１０のシクロアルキル基（シクロペンチル基、シクロ
ヘキシル基、ノルボニル基）を挙げることができる。
【００８７】
　使用してもよい活性光線又は放射線の照射により酸を発生する化合物として、更に、下
記式（ｂ４）、（ｂ５）、（ｂ６）で表される化合物を挙げることができる。
【００８８】
【化５】

【００８９】
　式（ｂ４）～（ｂ６）中、Ａｒ3及びＡｒ4は、各々独立に、アリール基を表す。
　Ｒ206、Ｒ207及びＲ208は、各々独立に、アルキル基、シクロアルキル基又はアリール
基を表す。
　Ａは、アルキレン基、アルケニレン基又はアリーレン基を表す。
【００９０】
　前記光酸発生剤の中でも、好ましくものとしては、式（ｂ１）～（ｂ３）で表される化
合物を挙げることができる。
　本発明に用いることができる光酸発生剤の好ましい化合物例〔（ｂ－１）～（ｂ－９６
）〕を以下に挙げるが、本発明はこれらに限定されるものではない。
【００９１】
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【００９４】
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【００９５】
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【００９６】
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【化１１】

【００９７】
【化１２】
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【００９８】
【化１３】

【００９９】
【化１４】

【０１００】
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【化１５】

【０１０１】
　また、特開２００２－１２２９９４号公報、段落番号〔００２９〕乃至〔００３０〕に
記載のオキサゾール誘導体、ｓ－トリアジン誘導体などや、特開２００２－１２２９９４
号公報、段落番号〔００３７〕乃至〔００６３〕に例示されるオニウム塩化合物、スルホ
ネート系化合物も本発明に好適に使用することができる。
【０１０２】
　光酸発生剤は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
　インク組成物中の光酸発生剤の含有量は、インク組成物の全固形分換算で、０．１～２
０重量％が好ましく、より好ましくは０．５～１０重量％、更に好ましくは１～７重量％
である。
【０１０３】
　（ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩）
　本発明の顔料分散物、及び、インク組成物は、優れた分散性と分散物の経時安定性を得
るために、ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩（以下、「
特定分散助剤」ともいう。）を含むことが好ましい。該化合物を分散の段階でイソインド
リン系顔料と併用することによって、均一で安定な顔料分散物又はインク組成物とするこ
とができる。また、特に粒径が０．４μｍ以下の前記イソインドリン系顔料を用いた場合
であっても、均一で安定な顔料分散物又はインク組成物とすることができる。また、従来
の分散剤では、十分な分散性が得られたかったイソインドリン系顔料を使用した場合であ
っても、良好な分散性を得ることができ、色再現性に優れた顔料分散物又はインク組成物
を得ることができる。
【０１０４】
　なお、前記イソインドリン系顔料の顔料分散物又はインク組成物における粒径は、公知
の測定方法で測定することができる。具体的には遠心沈降光透過法、Ｘ線透過法、レーザ
ー回折・散乱法、動的光散乱法により測定することができる。
【０１０５】
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩は、１種単独で含有
していても、２種以上を含有していてもよい。
【０１０６】



(26) JP 2010-235776 A 2010.10.21

10

20

30

40

50

　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩におけるジスアゾ系
イエロー着色剤としては、例えば、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１２、Ｃ．
Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１４、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１
７、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　８１、及び、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙ
ｅｌｌｏｗ　８３等が例示できる。
【０１０７】
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩におけるスルホナト
基（－ＳＯ3

-）の置換位置は、特に制限はなく、任意の位置に置換していればよいが、芳
香環上であることが好ましい。すなわち、ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアル
キルアンモニウム塩は、芳香環上にスルホナト基を有する化合物であることが好ましい。
【０１０８】
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩におけるアンモニウ
ム基の窒素原子上の４つの基としては、それぞれ独立に、水素原子、又は、炭素数１～３
０のアルキル基であることが好ましく、炭素数１～３０のアルキル基であることがより好
ましい。ただし、窒素原子上の４つの基の少なくとも１つはアルキル基であり、窒素原子
上の４つの基の少なくとも１つは炭素数１～３０のアルキル基であることが好ましい。
　また、窒素原子上の４つの基のうちの２つ以上の基が結合して、環構造を形成していて
もよい。
　また、ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩に２以上のア
ンモニウム基を有する場合は、それぞれ同じであっても、異なっていてもよい。
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩におけるアンモニウ
ム基としては、テトラアンモニウム基であることが好ましく、２つの炭素数１０～３０の
アルキル基及び２つの炭素数１～３のアルキル基を２つ有するアンモニウム基であること
がより好ましい。
【０１０９】
　ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩としては、Ｃ．Ｉ．
Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１２のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩であること
が好ましく、下記式（１）で表される化合物であることがより好ましい。
【０１１０】
【化１６】

　（式（１）中、Ｘ及びＹはそれぞれ独立に、下記式（２）で表される基を表し、ｍは０
～５の整数を表し、ｎは１～５の整数を表す。）
【０１１１】
【化１７】

　（式（２）中、Ｒ1～Ｒ4はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～３０のアルキル基
を表し、Ｒ1～Ｒ4のうちの少なくとも１つは炭素数１～３０のアルキル基である。）
【０１１２】
　式（１）におけるｍは、０～５の整数を表し、０～２の整数であることが好ましく、０
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又は１であることがより好ましい。
【０１１３】
　式（１）におけるｎは、１～５の整数を表し、１又は２の整数であることが好ましく、
１であることがより好ましい。
【０１１４】
　式（１）におけるＸ及びＹはそれぞれ独立に、前記式（２）で表される基を表す。
【０１１５】
　式（２）におけるＲ1～Ｒ4はそれぞれ独立に、水素原子又は炭素数１～３０のアルキル
基を表し、Ｒ1～Ｒ4のうちの少なくとも１つは炭素数１～３０のアルキル基である。
【０１１６】
　また、式（２）において、Ｒ1～Ｒ4はそれぞれ独立に、炭素数１～３０のアルキル基で
あることが好ましく、Ｒ1及びＲ2がそれぞれ独立に、炭素数１０～３０のアルキル基であ
り、かつ、Ｒ3及びＲ4がそれぞれ独立に、炭素数１～３のアルキル基であることがより好
ましい。
【０１１７】
　また、ｍとｎとの和であるｍ＋ｎは、０．２＜ｍ＋ｎ＜１．５であることが好ましく、
平均０．５＜ｍ＋ｎ＜１．４であることがより好ましく、０．７＜ｍ＋ｎ＜１．２である
ことが更に好ましい。なお、ｍ＋ｎ＝０．５である場合とは、ジスアゾ系イエロー着色剤
とジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体（モノスルホ化体、ジスルホ化体等を含む）と
の混合物であり、平均してジスアゾ系イエロー着色剤のアンモニウム化したスルホ基の量
が平均０．５個であることを表す。
【０１１８】
　本発明の顔料分散物、及び、インク組成物は、（ｃ－１）ジスアゾ系イエロー着色剤の
モノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩、（ｃ－２）ジスアゾ系イエロー着色剤の
モノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩及びジスアゾ系イエロー着色剤のジスルホ
化体のジアルキルアンモニウム塩、（ｃ－３）ジスアゾ系イエロー着色剤及びジスアゾ系
イエロー着色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩、（ｃ－４）ジスアゾ系
イエロー着色剤、ジスアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウ
ム塩及びジスアゾ系イエロー着色剤のジスルホ化体のジアルキルアンモニウム塩、又は、
（ｃ－５）ジスアゾ系イエロー着色剤及びジスアゾ系イエロー着色剤のジスルホ化体のジ
アルキルアンモニウム塩を含有していることが好ましく、（ｃ－１）ジスアゾ系イエロー
着色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩、（ｃ－２）ジスアゾ系イエロー
着色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩及びジスアゾ系イエロー着色剤の
ジスルホ化体のジアルキルアンモニウム塩、（ｃ－３）ジスアゾ系イエロー着色剤及びジ
スアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩、又は、（ｃ－
４）ジスアゾ系イエロー着色剤、ジスアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ化体のモノアル
キルアンモニウム塩及びジスアゾ系イエロー着色剤のジスルホ化体のジアルキルアンモニ
ウム塩を含有していることがより好ましい。
【０１１９】
　また、顔料分散物、及び、インク組成物中に含有することができるジスアゾ系イエロー
着色剤、ジスアゾ系イエロー着色剤のモノスルホ化体のモノアルキルアンモニウム塩及び
ジスアゾ系イエロー着色剤のジスルホ化体のジアルキルアンモニウム塩は、同種のジスア
ゾ系イエロー着色剤及びそのスルホ化体のアルキルアンモニウム塩であることが好ましい
。
【０１２０】
　また、前記ジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩の－ＳＯ

3
-の量が、インク組成物中におけるジスアゾ系イエロー着色剤及び前記ジスアゾ系イエロ
ー着色剤のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩の総量に対し、１分子あたり平均０．２
～２．０個であることが好ましく、平均０．２個を越え１．５個未満であることがより好
ましく、平均０．５個を越え１．４個未満であることが更に好ましく、平均０．７個を越
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【０１２１】
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１２のスルホ化体のアルキルアンモニウム塩
の具体例としては、下記の化合物が例示できる。
【０１２２】
【化１８】

【０１２３】
　本発明の顔料分散物又はインク組成物中におけるジスアゾ系イエロー着色剤のスルホ化
体のアルキルアンモニウム塩の含有量としては、顔料分散物又はインク組成物中のイソイ
ンドリン系顔料の総重量に対して、０．１重量％以上１００重量％以下であることが好ま
しく、０．５重量％以上８０重量％以下であることがより好ましく、２重量％以上５０重
量％以下であることが特に好ましい。
【０１２４】
　（増感剤）
　本発明のインク組成物は増感剤を含有してもよい。
　本発明に用いることができる増感剤としては、以下に列挙する化合物類に属しており、
且つ３５０ｎｍ～４５０ｎｍの波長領域に吸収波長を有するものが挙げられる。
　例えば、多核芳香族類（例えば、ピレン、ペリレン、トリフェニレン、２－エチル－９
，１０－ジメトキシアントラセン等）、キサンテン類（例えば、フルオレッセイン、エオ
シン、エリスロシン、ローダミンＢ、ローズベンガル等）、シアニン類（例えば、チアカ
ルボシアニン、オキサカルボシアニン等）、メロシアニン類（例えば、メロシアニン、カ
ルボメロシアニン等）、チアジン類（例えば、チオニン、メチレンブルー、トルイジンブ
ルー等）、アクリジン類（例えば、アクリジンオレンジ、クロロフラビン、アクリフラビ
ン等）、アントラキノン類（例えば、アントラキノン等）、スクアリウム類（例えば、ス
クアリウム等）、クマリン類（例えば、７－ジエチルアミノ－４－メチルクマリン等）な
どが挙げられる。
【０１２５】
　本発明に用いる増感剤としては、下記式（ｖｉ）～（ｘｉｖ）で表される化合物が好適
に挙げられる。
【０１２６】
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【０１２７】
　式（ｖｉ）中、Ａ1は硫黄原子又はＮＲ50を表し、Ｒ50はアルキル基又はアリール基を
表す。Ｌ1は隣接するＡ1及び隣接炭素原子と共同して色素の塩基性核を形成する非金属原
子団を表す。Ｒ51及びＲ52は、それぞれ独立に、水素原子又は一価の非金属原子団を表し
、Ｒ51及びＲ52は互いに結合して、色素の酸性核を形成してもよい。Ｗは酸素原子又は硫
黄原子を表す。
【０１２８】
　式（ｖｉｉ）中、Ａｒ1及びＡｒ2は、それぞれ独立にアリール基を表し、Ｌ2による結
合を介して連結している。Ｌ2は－Ｏ－又は－Ｓ－を表す。Ｗは式（ｖｉ）に示したもの
と同義である。
【０１２９】
　式（ｖｉｉｉ）中、Ａ2は硫黄原子又はＮＲ59を表し、Ｒ59はアルキル基又はアリール
基を表す。Ｌ3は隣接するＡ2及び炭素原子と共同して色素の塩基性核を形成する非金属原
子団を表す。Ｒ53、Ｒ54、Ｒ55、Ｒ56、Ｒ57及びＲ58は、それぞれ独立に一価の非金属原
子団の基を表す。
【０１３０】
　式（ｉｘ）中、Ａ3及びＡ4は、それぞれ独立に、－Ｓ－、－ＮＲ62-、又は－ＮＲ63-を
表し、Ｒ62及びＲ63は、それぞれ独立に、置換若しくは非置換のアルキル基、置換若しく
は非置換のアリール基を表す。Ｌ4及びＬ5は、それぞれ独立に、隣接するＡ3、Ａ4及び隣
接炭素原子と共同して色素の塩基性核を形成する非金属原子団を表す。Ｒ60及びＲ61は、
それぞれ独立に、水素原子又は一価の非金属原子団を表す。Ｒ60とＲ61は互いに結合して
脂肪族性又は芳香族性の環を形成してもよい。
【０１３１】
　式（ｘ）中、Ｒ66は置換基を有してもよい芳香族環又はヘテロ環を表す。Ａ5は酸素原
子、硫黄原子又は－ＮＲ67-を表す。Ｒ64、Ｒ65及びＲ67はそれぞれ独立に水素原子又は
一価の非金属原子団を表す。Ｒ67とＲ64、及びＲ65とＲ67は、それぞれ互いに結合して脂
肪族性又は芳香族性の環を形成してもよい。
【０１３２】
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【化２０】

【０１３３】
　式（ｘｉ）中、Ａ2は硫黄原子又はＮＲ59を表し、Ｌ4は隣接するＡ2及び炭素原子と共
同して色素の塩基性核を形成する非金属原子団を表し、Ｒ53、Ｒ54、Ｒ55、Ｒ56、Ｒ57及
びＲ58はそれぞれ独立に一価の非金属原子団の基を表し、Ｒ59はアルキル基又はアリール
基を表す。
【０１３４】

【化２１】

【０１３５】
　式（ｘｉｉ）中、Ａ3、Ａ4はそれぞれ独立に－Ｓ－、－ＮＲ62－又は－ＮＲ63－を表し
、Ｒ62、Ｒ63はそれぞれ独立に置換若しくは非置換のアルキル基、置換若しくは非置換の
アリール基を表し、Ｌ5、Ｌ6はそれぞれ独立に、隣接するＡ3、Ａ４及び隣接炭素原子と
共同してして色素の塩基性核を形成する非金属原子団を表し、Ｒ60、Ｒ61はそれぞれ独立
に水素原子又は一価の非金属原子団であるか又は互いに結合して脂肪族性又は芳香族性の
環を形成することができる。
【０１３６】
【化２２】

【０１３７】
　式（ｘｉｉｉ）中、Ｒ66は置換基を有してもよい芳香族環又はヘテロ環を表し、Ａ5は
酸素原子、硫黄原子又は－ＮＲ67－を表す。Ｒ64、Ｒ65及びＲ67はそれぞれ独立に水素原
子又は一価の非金属原子団を表し、Ｒ67とＲ64、及びＲ65とＲ67はそれぞれ互いに脂肪族
性又は芳香族性の環を形成するため結合することができる。
【０１３８】

【化２３】

【０１３９】
　式（ｘｉｖ）中、Ｒ68、及び、Ｒ69それぞれ独立に水素原子又は一価の非金属原子団を
表す。Ｒ70、及び、Ｒ71は、それぞれ独立に水素原子又は一価の非金属原子団を表しｎは
０－４の整数を表す。ｎが２以上のときＲ70、Ｒ71はそれぞれ互いに脂肪族性又は芳香族
性の環を形成するため結合することができる。
【０１４０】
　式（ｖｉ）～（ｘｉｖ）で表される化合物の好ましい具体例としては、以下に示す（Ｃ
－１）～（Ｃ－２６）が挙げられるが、これらに限定されるものではない。
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【０１４１】
【化２４】

【０１４２】
【化２５】

【０１４３】
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【化２６】

【０１４４】
【化２７】

【０１４５】
　本発明のインク組成物に用いることができる増感剤の含有量は、インクの着色性の観点
から、インク組成物の全固形分に対し、０．０１～２０重量％が好ましく、０．１～１５
重量％がより好ましく、更に好ましくは０．５～１０重量％の範囲である。
　増感剤は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１４６】
　また、増感剤と前記重合開始剤とのインク組成物中における含有比としては、重合開始
剤の分解率向上と照射した光の透過性の観点から、重量比で、重合開始剤／増感剤＝１０
０～０．５が好ましく、重合開始剤／増感剤＝５０～１がより好ましく、重合開始剤／増
感剤＝１０～１．５が更に好ましい。
【０１４７】
　（高分子分散剤）
　本発明のインクジェット記録用インクは、顔料分散剤を含有し、好ましくは高分子分散
剤を含有する。
【０１４８】
　本発明における「高分子分散剤」とは、重量平均分子量が１，０００以上の顔料分散剤
を意味する。
【０１４９】
　高分子分散剤の重量平均分子量Ｍｗは、２，０００～３００，０００の範囲であること
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が好ましく、３，０００～２００，０００がより好ましく、４，０００～１００，０００
が更に好ましく、５，０００～１００，０００が特に好ましい。高分子分散剤の重量平均
分子量が上記範囲であると、顔料の分散性が向上し、インク組成物の保存安定性、吐出性
が良好となる。
【０１５０】
　高分子分散剤の主鎖骨格は、特に制限はないが、ポリウレタン骨格、ポリアクリル骨格
、ポリエステル骨格、ポリアミド骨格、ポリイミド骨格、ポリウレア骨格等が挙げられ、
インク組成物の保存安定性の点で、ポリウレタン骨格、ポリアクリル骨格、ポリエステル
骨格が好ましい。また、高分子分散剤の構造に関しても特に制限はないが、ランダム構造
、ブロック構造、くし型構造、星型構造等が挙げられ、同様に保存安定性の点で、ブロッ
ク構造又はくし型構造が好ましい。
【０１５１】
　高分子分散剤としては、ビックケミー社より市販されている湿潤分散剤ＤＩＳＰＥＲ　
ＢＹＫシリーズの１０１、１０２、１０３、１０６、１０８、１０９、１１０、１１１、
１１２、１１６、１３０、１４０、１４２、１４５、１６１、１６２、１６３、１６４、
１６６、１６７、１６８、１７０、１７１、１７４、１８０、１８２、１８３、１８４、
１８５、２０００、２００１、２０２０、２０５０、２０７０、２０９６、２１５０、チ
バ・スペシャルティ・ケミカルズ社より市販されているＥＦＫＡシリーズの４００８、４
００９、４０１０、４０１５、４０２０、４０４６、４０４７、４０５０、４０５５、４
０６０、４０８０、４３００、４３３０、４３４０、４４００、４４０１、４４０２、４
４０３、４４０６、４８００、５０１０、５０４４、５０５４、５０５５、５０６３、５
０６４、５０６５、５０６６、５０７０、５２４４、ルーブリゾール社より市販されてい
るＳｏｌｓｐｅｒｓｅシリーズの３０００、１１２００、１３２４０、１３６５０、１３
９４０、１６０００、１７０００、１８０００、２００００、２１０００、２４０００Ｓ
Ｃ、２４０００ＧＲ、２６０００、２８０００、３１８４５、３２０００、３２５００、
３２５５０、３２６００、３３０００、３４７５０、３５１００、３５２００、３６００
０、３６６００、３７５００、３８５００、３９０００、５３０９５、５４０００、５５
０００、５６０００、７１０００、楠本化成（株）より市販されているＤＩＳＰＡＲＬＯ
Ｎシリーズの１２１０、１２２０、１８３１、１８５０、１８６０、２１００、２１５０
、２２００、７００４、ＫＳ－２６０、ＫＳ－２７３Ｎ、ＫＳ－８６０、ＫＳ－８７３Ｎ
、ＰＷ－３６、ＤＮ－９００、ＤＡ－２３４、ＤＡ－３２５、ＤＡ－３７５、ＤＡ－５５
０、ＤＡ－１２００、ＤＡ－１４０１、ＤＡ－７３０１、味の素ファインテクノ（株）よ
り市販されているアジスパーシリーズのＰＢ－７１１、ＰＢ－８２１、ＰＢ－８２２、Ｐ
Ｎ－４１１、ＰＡ－１１１、エアープロダクツ社より市販されているサーフィノールシリ
ーズの１０４Ａ、１０４Ｃ、１０４Ｅ、１０４Ｈ、１０４Ｓ、１０４ＢＣ、１０４ＤＰＭ
、１０４ＰＡ、１０４ＰＧ－５０、４２０、４４０、ＤＦ１１０Ｄ、ＤＦ１１０Ｌ、ＤＦ
３７、ＤＦ５８、ＤＦ７５、ＤＦ２１０、ＣＴ１１１、ＣＴ１２１、ＣＴ１３１、ＣＴ１
３６、ＧＡ、ＴＧ、ＴＧＥ、日信化学工業（株）より市販されているオルフィンシリーズ
のＳＴＧ、Ｅ１００４、サンノプコ（株）製ＳＮスパースシリーズの７０、２１２０、２
１９０、（株）ＡＤＥＫＡより市販されているアデカコール及びアデカトールシリーズ、
三洋化成工業（株）より市販されているサンノニックシリーズ、ナロアクティーＣＬシリ
ーズ、エマルミンシリーズ、ニューポールＰＥシリーズ、イオネットＭシリーズ、イオネ
ットＤシリーズ、イオネットＳシリーズ、イオネットＴシリーズ、サンセパラー１００が
挙げられる。
【０１５２】
　（界面活性剤）
　本発明のインク組成物は、界面活性剤を含有することが好ましい。
　本発明に用いることができる界面活性剤は、下記の界面活性剤が例示できる。
　例えば、特開昭６２－１７３４６３号、同６２－１８３４５７号の各公報に記載された
ものが挙げられる。具体的には、例えば、ジアルキルスルホコハク酸塩類、アルキルナフ
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タレンスルホン酸塩類、脂肪酸塩類等のアニオン性界面活性剤、ポリオキシエチレンアル
キルエーテル類、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル類、アセチレングリコール
類、ポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックコポリマー類等のノニオン性界
面活性剤、アルキルアミン塩類、第四級アンモニウム塩類等のカチオン性界面活性剤が挙
げられる。なお、前記公知の界面活性剤として、有機フルオロ化合物を用いてもよい。前
記有機フルオロ化合物は、疎水性であることが好ましい。前記有機フルオロ化合物として
は、例えば、フッ素系界面活性剤、オイル状フッ素系化合物（例、フッ素油）及び固体状
フッ素化合物樹脂（例、四フッ化エチレン樹脂）が含まれ、特公昭５７－９０５３号（第
８から１７欄）、特開昭６２－１３５８２６号の各公報に記載されたものが挙げられる。
　特に本発明に用いることができる界面活性剤は、前述の界面活性剤に限定されることは
なく、添加濃度に対して効率的に表面張力を低下させる能力のある添加剤であればよい。
【０１５３】
　（ラジカル重合性化合物、ラジカル重合開始剤）
　本発明のインク組成物は、カチオン重合性化合物及び光酸発生剤に加え、ラジカル重合
性化合物を含有していることが好ましく、ラジカル重合性化合物及びラジカル重合開始剤
を含有していることがより好ましい。
　ラジカル重合性化合物及びラジカル重合開始剤としては、特に制限はなく、公知のもの
を用いることができる。
【０１５４】
　（その他の添加剤）
　本発明の顔料分散物、及び、インク組成物には、前述した各成分以外にも、目的に応じ
て種々のその他の添加剤を併用することができる。
　例えば、得られる画像の耐候性向上の観点から、紫外線吸収剤を用いることができる。
また、安定性向上のため、酸化防止剤を添加することができる。
　さらに、各種の有機系及び金属錯体系の褪色防止剤、吐出物性の制御を目的としたチオ
シアン酸カリウム、硝酸リチウム、チオシアン酸アンモニウム、ジメチルアミン塩酸塩な
どの導電性塩類、インク組成物と基材との密着性を改良するため、極微量の有機溶剤を添
加することができる。
　また、膜物性を調整するため、各種高分子化合物を添加することができる。高分子化合
物としては、アクリル系重合体、ポリビニルブチラール樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリア
ミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリカーボネート樹脂、
ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、シェラック、ビニル系樹脂、ア
クリル系樹脂、ゴム系樹脂、ワックス類、その他の天然樹脂等が使用できる。また、これ
らは２種以上併用してもかまわない。
　また、重合禁止剤を含有することが好ましい。重合禁止剤としては、特に制限はなく、
公知の重合禁止剤や、塩基性化合物等を用いることができる。
　この他にも、必要に応じて、例えば、レベリング添加剤、マット剤、膜物性を調整する
ためのワックス類、ポリオレフィンやポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）等への密着
性を改善するために、重合を阻害しないタッキファイヤー（粘着付与剤）などを含有させ
ることができる。
【０１５５】
　＜インクジェット記録方法＞
　本発明のインクジェット記録方法は、本発明のインク組成物をインクジェット記録用と
して被記録媒体（支持体、記録材料等）上に吐出し、被記録媒体上に吐出されたインク組
成物に活性放射線を照射し、インクを硬化して画像を形成する方法である。
　より具体的には、本発明のインクジェット記録方法は、（ａ1）被記録媒体上に、本発
明のインク組成物を吐出する工程、及び、（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性放射線
を照射してインク組成物を硬化する工程、を含むことが好ましい。
　本発明のインクジェット記録方法は、上記（ａ1）及び（ｂ1）工程を含むことにより、
被記録媒体上において硬化したインク組成物により画像が形成される。
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　また、本発明の印刷物は、本発明のインクジェット記録方法によって記録された印刷物
である。
　本発明のインクジェット記録方法における（ａ1）工程には、以下に詳述するインクジ
ェット記録装置を用いることができる。
【０１５６】
　＜インクジェット記録装置など＞
　本発明のインクジェット記録方法に用いることができるインクジェット記録装置として
は、特に制限はなく、目的とする解像度を達成し得る公知のインクジェット記録装置を任
意に選択して使用することができる。すなわち、市販品を含む公知のインクジェット記録
装置であれば、いずれも、本発明のインクジェット記録方法の（ａ1）工程における被記
録媒体へのインクの吐出を実施することができる。
【０１５７】
　本発明で用いることができるインクジェット記録装置としては、例えば、インク供給系
、温度センサー、活性放射線源を含む装置が挙げられる。
【０１５８】
　インク供給系は、例えば、本発明のインク組成物を含む元タンク、供給配管、インクジ
ェットヘッド直前のインク供給タンク、フィルター、ピエゾ型のインクジェットヘッドか
らなる。ピエゾ型のインクジェットヘッドは、好ましくは１～１００ｐｌ、より好ましく
は８～３０ｐｌのマルチサイズドットを、好ましくは３２０×３２０～４，０００×４，
０００ｄｐｉ、より好ましくは４００×４００～１，６００×１，６００ｄｐｉ、更に好
ましくは７２０×７２０ｄｐｉの解像度で吐出できるよう駆動することができる。なお、
本発明でいうｄｐｉとは、２．５４ｃｍ当たりのドット数を表す。
【０１５９】
　本発明のインクジェット記録用インクを用いたインクジェット記録方法において、該イ
ンクの１画素当たりの付与液滴量が２ｐＬ以上１０ｐＬ以下であって、さらに、最大付与
量が２．２ｍｇ／ｃｍ2超８．８ｍｇ／ｃｍ2未満である記録方法が好ましい。より好まし
い最大付与量は３．３ｍｇ／ｃｍ2以上７．７ｍｇ／ｃｍ2以下である。
【０１６０】
　上述したように、本発明のインク組成物は、吐出されるインク組成物を一定温度にする
ことが好ましいことから、インクジェット記録装置には、インク組成物温度の安定化手段
を備えることが好ましい。一定温度にする部位はインクタンク（中間タンクがある場合は
中間タンク）からノズル射出面までの配管系、部材の全てが対象となる。すなわち、イン
ク供給タンクからインクジェットヘッド部分までは、断熱及び加温を行うことができる。
【０１６１】
　温度コントロールの方法としては、特に制約はないが、例えば、温度センサーを各配管
部位に複数設け、インク流量、環境温度に応じた加熱制御をすることが好ましい。温度セ
ンサーは、インク供給タンク及びインクジェットヘッドのノズル付近に設けることができ
る。また、加熱するヘッドユニットは、装置本体を外気からの温度の影響を受けないよう
、熱的に遮断若しくは断熱されていることが好ましい。加熱に要するプリンター立上げ時
間を短縮するため、或いは熱エネルギーのロスを低減するために、他部位との断熱を行う
とともに、加熱ユニット全体の熱容量を小さくすることが好ましい。
【０１６２】
　上記のインクジェット記録装置を用いて、本発明のインク組成物の吐出は、インク組成
物を、好ましくは２５～８０℃、より好ましくは２５～５０℃に加熱して、インク組成物
の粘度を、好ましくは３～１５ｍＰａ・ｓ、より好ましくは３～１３ｍＰａ・ｓに下げた
後に行うことが好ましい。特に、本発明のインク組成物として、２５℃におけるインク粘
度が５０ｍＰａ・ｓ以下であるものを用いると、良好に吐出が行えるので好ましい。この
方法を用いることにより、高い吐出安定性を実現することができる。
【０１６３】
　本発明のインク組成物のような放射線硬化型インク組成物は、概して通常インクジェッ
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ト記録用インクで使用される水性インクより粘度が高いため、吐出時の温度変動による粘
度変動が大きい。インクの粘度変動は、液滴サイズの変化及び液滴吐出速度の変化に対し
て大きな影響を与え、ひいては画質劣化を引き起こす。したがって、吐出時のインクの温
度はできるだけ一定に保つことが必要である。よって、本発明において、インクの温度の
制御幅は、好ましくは設定温度の±５℃、より好ましくは設定温度の±２℃、更に好まし
くは設定温度±１℃とすることが適当である。
【０１６４】
　次に、（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、該インク組成物を硬
化する工程について説明する。
【０１６５】
　被記録媒体上に吐出されたインク組成物は、活性放射線を照射することによって硬化す
る。これは、本発明のインク組成物に含まれる重合開始剤が活性放射線の照射により分解
して、カチオン、酸、塩基、ラジカルなどの開始種を発生し、その開始種の機能に重合性
化合物の重合反応が、生起、促進されるためである。このとき、インク組成物において重
合開始剤と共に増感剤が存在すると、系中の増感剤が活性放射線を吸収して励起状態とな
り、重合開始剤と接触することによって重合開始剤の分解を促進させ、より高感度の硬化
反応を達成させることができる。
【０１６６】
　ここで、使用される活性放射線は、α線、γ線、電子線、Ｘ線、紫外線、可視光又は赤
外光などが使用され得る。活性放射線のピーク波長は、増感剤の吸収特性にもよるが、例
えば、２００～６００ｎｍであることが好ましく、３００～４５０ｎｍであることがより
好ましく、３２０～４２０ｎｍであることが更に好ましく、活性放射線が、ピーク波長が
３４０～４００ｎｍの範囲の紫外線であることが特に好ましい。
【０１６７】
　また、本発明のインク組成物の、重合開始系は、低出力の活性放射線であっても十分な
感度を有するものである。したがって、露光面照度が、好ましくは１０～４，０００ｍＷ
／ｃｍ2、より好ましくは２０～２，５００ｍＷ／ｃｍ2で硬化させることが適当である。
【０１６８】
　活性放射線源としては、水銀ランプやガス・固体レーザー等が主に利用されており、紫
外線光硬化型インクジェット記録用インク組成物の硬化に使用される光源としては、水銀
ランプ、メタルハライドランプが広く知られている。しかしながら、現在環境保護の観点
から水銀フリー化が強く望まれており、ＧａＮ系半導体紫外発光デバイスへの置き換えは
産業的、環境的にも非常に有用である。さらに、ＬＥＤ（ＵＶ－ＬＥＤ）、ＬＤ（ＵＶ－
ＬＤ）は小型、高寿命、高効率、低コストであり、光硬化型インクジェット用光源として
期待されている。
【０１６９】
　また、発光ダイオード（ＬＥＤ）及びレーザーダイオード（ＬＤ）を活性放射線源とし
て用いることが可能である。特に、紫外線源を要する場合、紫外ＬＥＤ及び紫外ＬＤを使
用することができる。例えば、日亜化学（株）は、主放出スペクトルが３６５ｎｍと４２
０ｎｍとの間の波長を有する紫色ＬＥＤを上市している。さらに一層短い波長が必要とさ
れる場合、米国特許番号第６，０８４，２５０号明細書は、３００ｎｍと３７０ｎｍとの
間に中心付けされた活性放射線を放出し得るＬＥＤを開示している。また、他の紫外ＬＥ
Ｄも、入手可能であり、異なる紫外線帯域の放射を照射することができる。本発明で特に
好ましい活性放射線源はＵＶ－ＬＥＤであり、特に好ましくは３４０～４００ｎｍにピー
ク波長を有するＵＶ－ＬＥＤである。
　なお、ＬＥＤの被記録媒体上での最高照度は１０～２，０００ｍＷ／ｃｍ2であること
が好ましく、２０～１，０００ｍＷ／ｃｍ2であることがより好ましく、５０～８００ｍ
Ｗ／ｃｍ2であることが特に好ましい。
　本発明のインク組成物は、このような活性放射線に、好ましくは０．０１～１２０秒、
より好ましくは０．１～９０秒照射されることが適当である。
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【０１７０】
　活性放射線の照射条件並びに基本的な照射方法は、特開昭６０－１３２７６７号公報に
開示されている。具体的には、インク組成物の吐出装置を含むヘッドユニットの両側に光
源を設け、いわゆるシャトル方式でヘッドユニットと光源を走査することによって行われ
る。活性放射線の照射は、インク組成物の着弾後、一定時間（好ましくは０．０１～０．
５秒、より好ましくは０．０１～０．３秒、更に好ましくは０．０１～０．１５秒）をお
いて行われることになる。このようにインク組成物の着弾から照射までの時間を極短時間
に制御することにより、被記録媒体に着弾したインク組成物が硬化前に滲むことを防止す
るこが可能となる。また、多孔質な被記録媒体に対しても光源の届かない深部までインク
組成物が浸透する前に露光することができるため、未反応モノマーの残留を抑えることが
できるので好ましい。
【０１７１】
　さらに、駆動を伴わない別光源によって硬化を完了させてもよい。国際公開第９９／５
４４１５号パンフレットでは、照射方法として、光ファイバーを用いた方法やコリメート
された光源をヘッドユニット側面に設けた鏡面に当て、記録部へＵＶ光を照射する方法が
開示されており、このような硬化方法もまた、本発明のインクジェット記録方法に適用す
ることができる。
【０１７２】
　上述したようなインクジェット記録方法を採用することにより、表面の濡れ性が異なる
様々な被記録媒体に対しても、着弾したインク組成物のドット径を一定に保つことができ
、画質が向上する。なお、カラー画像を得るためには、明度の低い色から順に重ねていく
ことが好ましい。明度の低いインク組成物から順に重ねることにより、下部のインク組成
物まで照射線が到達しやすくなり、良好な硬化感度、残留モノマーの低減、密着性の向上
が期待できる。また、照射は、全色を吐出してまとめて露光することが可能だが、１色毎
に露光するほうが、硬化促進の観点で好ましい。
　このようにして、本発明のインク組成物は、活性放射線の照射により高感度で硬化する
ことで、被記録媒体表面に画像を形成することができる。
　本発明のインクジェット記録方法においては、本発明のインク組成物をイエローインク
組成物として用いることが好ましい。
【０１７３】
　本発明のインク組成物は、複数のインクジェット記録用インクからなるインクセットと
して使用することが好ましく、この場合、インク組成物の他に、シアン、マゼンタ及びブ
ラックの各色を呈するインクと併用してインクセットとすることが好ましく、必要に応じ
てホワイト色を呈するインクを併用することが好ましい。
【０１７４】
　本発明のインクジェット記録方法において、吐出する各着色インク組成物の順番は、特
に限定されるわけではないが、明度の低い着色インク組成物から被記録媒体に付与するこ
とが好ましく、本発明のインク組成物及びシアン、マゼンタ、ブラックを使用する場合に
は、本発明のインク組成物→シアン→マゼンタ→ブラックの順で被記録媒体上に付与する
ことが好ましい。また、これにホワイトを加えて使用する場合にはホワイト→本発明のイ
ンク組成物→シアン→マゼンタ→ブラックの順で被記録媒体上に付与することが好ましい
。さらに、本発明はこれに限定されず、本発明のインク組成物と、ライトシアン、ライト
マゼンタ、シアン、マゼンタ、ブラック、ホワイトのインク組成物との計７色が少なくと
も含まれる本発明のインクセットを好ましく使用することもでき、その場合には、ホワイ
ト→ライトシアン→ライトマゼンタ→本発明のインク組成物→シアン→マゼンタ→ブラッ
クの順で被記録媒体上に付与することが好ましい。
【０１７５】
　本発明において、被記録媒体としては、特に限定されず、支持体や記録材料として公知
の被記録媒体を使用することができる。例えば、紙、プラスチック（例えば、ポリエチレ
ン、ポリプロピレン、ポリスチレン等）がラミネートされた紙、金属板（例えば、アルミ
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ニウム、亜鉛、銅等）、プラスチックフィルム（例えば、二酢酸セルロース、三酢酸セル
ロース、プロピオン酸セルロース、酪酸セルロース、酢酸酪酸セルロース、硝酸セルロー
ス、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリ
カーボネート、ポリビニルアセタール等）、上述した金属がラミネートされ又は蒸着され
た紙又はプラスチックフィルム等が挙げられる。また、本発明における被記録媒体として
、非吸収性被記録媒体が好適に使用することができる。
【０１７６】
　本発明に用いることができるインクジェット記録装置としては、例えば、図１に示すイ
ンクジェット記録装置１０が例示できる。
【０１７７】
　図１は、本発明に用いることができるインクジェット記録装置の一例を示す模式図を表
す。
　インクジェット記録装置１０は、インク組成物の吐出及び紫外線の照射を行うことがで
きるインクジェット記録用ヘッドユニット部１２、インクジェットヘッドの保守やクリー
ニングを行うことができるヘッドメンテナンス・クリーニング用ボックス１４、インク組
成物を供給するチューブやインクジェットヘッドを作動させるための電気系統ケーブルを
内蔵したヘッド往復運動動力部１６、インクジェットヘッドと被記録媒体との距離を固定
するヘッド用固定軸１８、インクジェットヘッドの作動やインク組成物の供給、被記録媒
体２６の供給等のインクジェット記録装置１０の全般の動作を制御するコントロール用パ
ーソナルコンピューター２０、被記録媒体２６へのインクジェット記録を行う被記録媒体
吸引ステージ２２、インク組成物を保管するインクタンク２４、並びに、連動して被記録
媒体を被記録媒体吸引ステージ２２への供給などを行う被記録媒体搬送用ローラー２８及
び被記録媒体巻取り用ローラー３０を備えている。
　コントロール用パーソナルコンピューター２０と、インクジェット記録装置１０の各部
分とは、ヘッド往復運動動力部１６内の電気系統ケーブルを含む各種ケーブル等（不図示
）により接続されている。
　また、インクタンク２４は、５種のインク組成物を保管することができる。
　被記録媒体２６は、被記録媒体搬送用ローラー２８及び被記録媒体巻取り用ローラー３
０によって被記録媒体吸引ステージ２２上に供給され、被記録媒体吸引ステージ２２上に
てインクジェット記録用ヘッドユニット部１２によりインクジェット記録が行われる。
【０１７８】
　図２は、図１に示したインクジェット記録装置１０におけるインクジェット記録用ヘッ
ドユニット部１２の拡大模式図を表す。
　インクジェット記録用ヘッドユニット部１２は、各色用の５つのインクジェットヘッド
（ホワイトインク組成物用インクジェットヘッドＷ、シアンインク組成物用インクジェッ
トヘッドＣ，マゼンタインク組成物用インクジェットヘッドＭ、イエローインク組成物用
インクジェットヘッドＹ、ブラックインク組成物用インクジェットヘッドＫ）、及び、そ
の５つのインクジェットヘッドの両側にそれぞれ紫外線照射用メタルハライドランプ３２
を備えており、各色用の５つのインクジェットヘッド（Ｗ、Ｃ、Ｍ、Ｙ、Ｋ）と２つの紫
外線照射用メタルハライドランプ３２とは一体で、ヘッド固定用軸１８を移動する。
　各インクジェットヘッドへは、インクタンク２４からヘッド往復運動動力部１６内のチ
ューブを通して、各色のインク組成物がそれぞれ供給される。
　各色用の５つのインクジェットヘッド（Ｗ、Ｃ、Ｍ、Ｙ、Ｋ）から被記録媒体２６に吐
出されたインク組成物は、いずれの側の紫外線照射用メタルハライドランプ３２によって
も硬化することができる。
【実施例】
【０１７９】
　以下、本発明を、実施例を挙げてより詳細に説明するが、本発明はこれらに制限される
ものではない。
【０１８０】
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（イエロー顔料分散物の作製）
　顔料分散物Ａ～Ｅを、予備分散工程と本分散工程とを経て作製した。
　予備分散工程：表１に示す成分を混合し、１時間スターラーで撹拌した。
　本分散工程：撹拌後の混合物をビーズミル分散にて分散し、顔料分散物を得た。分散条
件は直径０．６５ｍｍのジルコニアビーズを７０％の充填率で充填し、周速を９ｍ／ｓと
し、分散時間は、２～８時間で行った。
【０１８１】
【表１】

【０１８２】
【表２】

【０１８３】
　以下に、使用した素材の一覧を示す。
・イエロー顔料Ａ（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１８５（ＰＹ１８５））：
Ｐａｌｉｏｔｏｌ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｄ１１５５（ＢＡＳＦ社製）
・イエロー顔料Ｂ（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１５５（ＰＹ１５５））：
ＮＯＶＯＰＥＲＭ　ＹＥＬＬＯＷ　４Ｇ０１
・イエロー顔料Ｃ（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１２０（ＰＹ１２０））：
ＮＯＶＯＰＥＲＭ　ＹＥＬＬＯＷ　Ｈ２Ｇ
・重合性化合物Ａ：ＯＸＴ－２２１（環状エーテル化合物、東亞合成（株）製）
・重合性化合物Ｂ：ＤＰＧＤＡ（アクリレート化合物、新中村化学工業（株）製）
・溶媒Ａ：トリプロピレングリコールモノメチルエーテル（和光純薬工業（株）製）
・市販分散剤Ａ：ＢＹＫ１６８（ビックケミー社製）
・市販分散剤Ｂ：ＴＥＧＯ　Ｄｉｓｐｅｒｓｅ６８５（ＴＥＧＯ社製）
・禁止剤：ＦＩＲＳＴＣＵＲＥ　ＳＴ－１（重合禁止剤、Ａｌｂｅｍａｒｌｅ社製）
・化合物Ａ：下記化合物（Ａ）
【０１８４】
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【化２８】

【０１８５】
（その他の顔料の分散物の作製）
　イエロー以外の顔料分散物を予備分散工程と本分散工程を経て作製した。
　予備分散工程：表３に示す成分を混合し、１時間スターラーで撹拌した。
　本分散工程：撹拌後の混合物をビーズミル分散にて分散し、顔料分散物を得た。分散条
件は直径０．６５ｍｍのジルコニアビーズを７０％の充填率で充填し、周速を９ｍ／ｓと
し、分散時間は、２～８時間で行った。
【０１８６】
【表３】

【０１８７】
　以下に、使用した素材の一覧を示す。
・シアン顔料Ａ：Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：３（ＰＢ１５：３；ＩＲＧ
ＡＬＩＴＥ　ＢＬＵＥ　ＧＬＯ；チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製）
・マゼンタ顔料Ａ：Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９（ＰＶ１９；ＣＩＮＱ
ＵＡＳＩＡ　ＭＡＧＥＮＴＡ　ＲＴ－３５５Ｄ；チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製
）
・ブラック顔料Ａ：カーボンブラック（ＳＰＥＣＩＡＬ　ＢＬＡＣＫ　２５０；デグサ社
製）
・ホワイト顔料Ａ：二酸化チタン（ＣＲ６０－２；石原産業（株）製）
・重合性化合物Ａ：ＯＸＴ－２２１（環状エーテル化合物、東亞合成（株）製）
・市販分散剤Ａ：ＢＹＫ－１６８（ビックケミー社製）
・市販分散剤Ｂ：ソルスパース３６０００（ノベオン社製）
【０１８８】
（インク組成物の作製）
　表４～７に示す成分（単位は重量部）を撹拌混合溶解し、インク組成物を得た。ここで
はインクＡ（５）～Ｅ（５）の顔料濃度はおおよそ５重量％になるように顔料分散物Ａ～
Ｅの濃度を調整した。同じように、インクＡ（７）～Ｅ（７）の顔料濃度はおおよそ７重
量％、インクＡ（１０）～Ｅ（１０）の顔料濃度はおおよそ１０重量％、同じように、イ
ンクＡ（１２）～Ｅ（１２）の顔料濃度はおおよそ１２重量％になるように、顔料分散物
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の濃度を調整した。なお、顔料分散物及び重合性化合物Ａ以外の成分（重合性化合物Ｃ、
重合性化合物Ｄ、光酸発生剤Ａ、増感剤Ａ）は一律の添加濃度とした。
【０１８９】
【表４】

【０１９０】
【表５】

【０１９１】
【表６】

【０１９２】
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【表７】

【０１９３】
　以下に、使用した素材の一覧を示す。
・重合性化合物Ａ：ＯＸＴ－２２１（環状エーテル化合物、東亞合成（株）製）
・重合性化合物Ｃ：ＯＸＴ－２１１（環状エーテル化合物、東亞合成（株）製）
・重合性化合物Ｄ：１，２，８，９－ジエポキシリモネン（環状エーテル化合物、ダイセ
ル化学工業（株）製）
・光酸発生剤Ａ：下記化合物（Ｂ）
・増感剤Ａ：下記化合物（Ｃ）
【０１９４】

【化２９】

【０１９５】
【化３０】

【０１９６】
　表８～１１に示す成分（単位は重量部）を撹拌混合溶解し、インク組成物を得た。ここ
ではインクＦ（５）～Ｊ（５）の顔料濃度はおおよそ５重量％になるように顔料分散物Ｆ
～Ｊの濃度を調整した。同じように、インクＦ（７）～Ｊ（７）の顔料濃度はおおよそ７
重量％、インクＦ（１０）～Ｊ（１０）の顔料濃度はおおよそ１０重量％、同じように、
インクＦ（１２）～Ｊ（１２）の顔料濃度はおおよそ１２重量％になるように、顔料分散
物の濃度を調整した。



(43) JP 2010-235776 A 2010.10.21

10

20

30

40

【０１９７】
【表８】

【０１９８】

【表９】

【０１９９】
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【表１０】

【０２００】
【表１１】

【０２０１】
　以下に、使用した素材の一覧を示す。
・重合性化合物Ａ：ＯＸＴ－２２１（環状エーテル化合物、東亞合成（株）製）
・重合性化合物Ｂ：ＤＰＧＤＡ（アクリレート化合物、新中村化学工業（株）製）
・重合性化合物Ｃ：ＯＸＴ－２１１（環状エーテル化合物、東亞合成（株）製）
・重合性化合物Ｄ：１，２，８，９－ジエポキシリモネン（環状エーテル化合物、ダイセ
ル化学工業（株）製）
・重合性化合物Ｅ：ＰＥＡ（フェノキシエチルアクリレート；第一工業製薬（株）製）
・重合性化合物Ｆ：Ａ－ＴＭＰＴ（トリメチロールプロパントリアクリレート；新中村化
学工業（株）製）
・光酸発生剤Ａ：前記化合物（Ｂ）
・ラジカル開始剤Ａ：ＤＡＲＯＣＵＲ　ＴＰＯ（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製
）
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・ラジカル開始剤Ｂ：ＩＲＧＡＣＵＲＥ　１８４（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社
製）
・増感剤Ａ：前記化合物（Ｃ）
・増感剤Ｂ：Ｓｐｅｅｄｃｕｒｅ　ＩＴＸ（Ｌａｍｂｓｏｎ社製）
【０２０２】
　表１２に示す成分（単位は重量部）を撹拌混合溶解し、インク組成物を得た。
【０２０３】
【表１２】

【０２０４】
　以下に、使用した素材の一覧を示す。
・重合性化合物Ａ：ＯＸＴ－２２１（環状エーテル化合物、東亞合成（株）製）
・重合性化合物Ｃ：ＯＸＴ－２１１（環状エーテル化合物、東亞合成（株）製）
・重合性化合物Ｄ：１，２，８，９－ジエポキシリモネン（環状エーテル化合物、ダイセ
ル化学工業（株）製）
・光酸発生剤Ａ：前記化合物（Ｂ）
・増感剤Ａ：前記化合物（Ｃ）
【０２０５】
（インクジェット記録用プリンター）
　印刷に使用したインクジェット記録用プリンターの概略図を図１に示す。
インクジェット記録用ヘッドユニット部は、市販ヘッド（東芝テック（株）製ヘッドＣＥ
２）を１色当たり２つ配列して６００ｄｐｉにしたヘッドセットを１０組で構成した。ホ
ワイトインクヘッド、シアンインクヘッド、マゼンタインクヘッド、ブラックインクヘッ
ドには、上記で調製したホワイトインクＡ、シアンインクＡ、マゼンタインクＡ、ブラッ
クインクＡを充填した。イエローインクヘッドについては、上記で調製したイエローイン
クを入れ替えて充填した。
　市販紫外線硬化型ランプ（メタルハライドランプ）はヘッドユニット部を両端に２基配
置した。該インクジェット記録用ヘッドユニット部は、長軸の金属軸で固定し、往復運動
が可能な動力部によって、可変スピードで往復運動を行う。なお、往復運動が可能な動力
部には、インク供給用チューブとヘッド制御用の電気配線が内蔵されている。
　また、インクジェット記録用ヘッドに対し、ヘッド温度を３０～７０℃の範囲になるよ
うに、恒温槽からの温水を送り込んだ。
　該インクジェット記録用ヘッドユニット部の固定軸の両端には、ヘッドのメンテナンス
及びクリーニングを実施するためのＢＯＸを具備する。さらにこれらの外側には、インク
ジェット記録用プリンターをコントロールするためのＰＣ、及び、インクタンクを配置し
た。
　ヘッドの直下には、被記録媒体を吸引固定可能な被記録媒体吸引ステージを配置した。
被記録媒体は、複数本の被記録媒体搬送用ローラーと被記録媒体巻取用ローラーによって
、ヘッドの往復運動とは垂直方向に搬送する機構となっている。なお、ここでは被記録媒
体は白色ＰＶＣ機材を使用した。
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　ヘッドの吐出周波数とヘッド往復運動のスピードを制御し、常に６００×６００ｄｐｉ
の打滴密度で画像を印刷するように設定した。さらに、被記録媒体上に付与するインク量
が４．４ｍｇ／ｃｍ2となるように駆動電圧とヘッド温度を調整した。
　メタルハライドランプからの照射強度は被記録媒体上で約１，０００ｍＷ／ｃｍ2と一
定にし、照射量は５段階（２００ｍＪ／ｃｍ2、３００ｍＪ／ｃｍ2、４００ｍＪ／ｃｍ2

、５００ｍＪ／ｃｍ2、１，５００ｍＪ／ｃｍ2）の可変となるように往復運動のスピード
とメタルハライドランプに内蔵しているスリット開口幅を調整した。
【０２０６】
＜実施例１：顔料分散物中の顔料濃度を変化させた場合の顔料分散液の分散性及び高濃度
インクへの適応性＞
　分散後の分散性（液体の流動性及び粒径分布）、及び、高濃度インクへの適応性を下記
手順に従い評価した。
【０２０７】
（本分散後流動性）
　分散後の液体の流動性を、下記手順に従い評価した。本分散後の分散液約５０ｃｃを２
００ｃｃ容量の新しいプラスチックディスポカップに移した。その後、ディスポカップの
開口部を下向き斜め３０度に１５秒間静置し、分散液が流れ出るかどうかで、流動性を評
価した。ここで、液温は２５℃とした。なお、評価基準は下記の通りであり、良好及び適
合が要求性能を満たす基準である。
　良好：９０％以上の混合物が流れ出て、ディスポカップの残留物は１０％未満である。
　適合：７０％以上の混合物が流れ出て、ディスポカップの残留物は３０％未満である。
　不適：大部分の混合物がディスポカップに残留し、その量は３０％以上である。
【０２０８】
（顔料分散物の粒径分布）
　市販の粒径測定機（レーザー回折法：ＬＡ－９２０（（株）堀場製作所製））によって
、粒子径分布を測定した。なお、評価基準は下記の通りであり、優秀と良好と適合とが要
求性能を満たす基準である。
　優秀：１μｍ以上の分布が検出できず、平均粒径が１００ｎｍ未満であった。
　良好：１μｍ以上の分布が検出できず、平均粒径が３００ｎｍ未満１００ｎｍ以上であ
った。
　適合：１μｍ以上の分布が検出できず、平均粒径が６００ｎｍ以下３００ｎｍ以上であ
った。
　不適：１μｍ以上の分布が検出された。
【０２０９】
（高濃度インクへの適応性）
　顔料濃度の高いインクを作製への適応性を下記基準で評価した。なお、ここでは、顔料
分散物以外のインク成分（重合性化合物、光酸発生剤、増感剤等）として２７．５重量％
を添加すると想定した。
　良好：１２重量％以上のインク化に適応できた。
　適合：１０重量％以上のインク化に適応できた。
　不適：１０重量％以上のインク化に適応できなかった。
【０２１０】
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【表１３】

【０２１１】
＜実施例２＞
　顔料分散液中の顔料濃度を変化させた場合（インクＡ～Ｆ）、及び、特定の化合物（ジ
スアゾ系イエロー着色剤のスルホ化体の長鎖アルキルアンモニウム塩）を用いた場合の顔
料分散液を希釈して作製したインクジェットインク（インクＫ）の保存安定性を評価した
。
【０２１２】
（保存安定性の評価）
　５０ｃｃ（ｃｍ3）のインク組成物をガラス製のねじ口瓶（１００ｃｃ）に入れしっか
りと蓋をし、温度６０℃、湿度４５％ＲＨに設定した恒温恒湿槽に３０日間保管し、粘度
、平均粒子径の変化率、及び、沈殿物の有無によってインク組成物の長期安定性を評価し
た。
　インク組成物の長期安定性（高温）の評価基準は下記の通りであり、ここで良好、及び
、適合が要求性能範囲である。
　良好：粘度と平均粒子径の変化率は両方とも１０％未満であった。沈殿物は確認できな
かった。
　適合：粘度の変化率は１０％未満であり、平均粒子径の変化率が１０％以上５０％未満
であった。また、沈殿物は確認できなかった。
　不適合：粘度変化率が１０％以上か、又は、平均粒子径の変化率が５０％以上、又は、
沈殿物の発生、のいずれか１つ以上に該当した。
【０２１３】
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【表１４】

【０２１４】
＜実施例３＞
　顔料種を代えて作製した顔料分散液を希釈して作製したインク（インクＦ、Ｉ、Ｊ）を
用いて、印刷した硬化膜の色再現性とインクの吐出信頼性とを評価した。
【０２１５】
（イエロー硬化膜の色相の評価）
　前記プリンターのイエローインク用ヘッドに、イエローインク（Ｆ，Ｉ及びＪ）を充填
した。このプリンターを用い、イエローのベタ画像を白色ＰＶＣ基材上に印画（１，５０
０ｍＪ／ｃｍ2のエネルギーで露光）し、イエロー硬化膜（被記録媒体上に付与したイン
ク量は５．０ｍｇ／ｃｍ2とした）を得た。市販の測色計（グレタグ社製ＳＰＭ１００－
ＩＩ）を用いて、硬化膜の反射濃度及びａ*、ｂ*値を測定した。評価基準は下記の通りで
あり、ここで良好が要求性能範囲である。
　　優秀：１０５＜ｂ*

　　良好：１００＜ｂ*≦１０５
　　適合：９５＜ｂ*≦１００
　不適合：ｂ*≦９５
【０２１６】
（イエローインクの吐出信頼性）
　前記プリンターのイエローインク用ヘッドに、イエローインク（Ｆ，Ｉ及びＪ）を充填
した。なお、ここではヘッドの温度が４５±１℃となるように恒温槽を設定し、ヘッドの
駆動電圧は２５．０（Ｖ）の一定の値を保った。
　６．２ｋＨｚの吐出周波数にて印刷を実施し、不吐出の有無によって吐出信頼性を評価
した。評価基準は下記の通りであり、ここで優秀と良好が要求性能範囲である。
　　優秀：不吐出が発生したノズルは無かった。
　　良好：不吐出が発生したノズルは１又は２個であった。
　不適合：不吐出が発生したノズルは３個以上１０個未満であった。
　　不良：不吐出が発生したノズルは１０個以上であった。
【０２１７】
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【表１５】

【０２１８】
＜実施例４＞
　分散媒を代えて作製した顔料分散液を希釈して作製したインク（インクＦ、Ｇ、Ｈ）を
用いて、イエローインクの硬化性（非タック性）及びブロッキングを評価した。
【０２１９】
（タックフリー感度）
　前記プリンターのイエローインク用ヘッドに、イエローインク（Ｆ，Ｇ及びＨ）を充填
した。このプリンターを用い、タックフリー感度（非タック性）を評価した。
　露光後の表面のベトツキが無くなる露光エネルギーによってタックフリー感度を定義し
た。印刷後の表面のベトツキの有無は、印刷直後に普通紙（富士ゼロックス（株）製コピ
ー用紙Ｃ２）を押し付け、下塗り液及び／又は着色液の移りが起きる場合はベトツキ有り
、移りが起きない場合はベトツキ無しと判断した。
　露光エネルギーは、２００ｍＪ／ｃｍ2、３００ｍＪ／ｃｍ2、４００ｍＪ／ｃｍ2、５
００ｍＪ／ｃｍ2、と変化させた。
　ここでは、タックフリー感度は低い方が内部硬化性の観点から好ましく、評価基準は下
記の通りであり、４００ｍＪ／ｃｍ2以下が要求性能範囲である。
　　優秀：２００ｍＪ／ｃｍ2でタックフリーとなる。
　　良好：３００ｍＪ／ｃｍ2でタックフリーとなる。
　　適合：４００ｍＪ／ｃｍ2でタックフリーとなる。
　不適合：５００ｍＪ／ｃｍ2でタックフリーとなる。
　　不良：５００ｍＪ／ｃｍ2でタックフリーとならない。
【０２２０】
（ブロッキング試験）
　前記プリンターのイエローインク用ヘッドに、イエローインク（Ｆ，Ｇ及びＨ）を充填
した。このプリンターを用い、ブロッキングを評価した。印刷面と基材面を重ね合わせ、
一定時間後に剥ぎ取った時に、印刷面の膜の破れや基材面への転写の有無を評価した。
　なお、ブロッキング試験に用いた印刷物は、いずれも５００ｍＪ／ｃｍ2の露光エネル
ギーで露光したものを用いた。また、印刷物の保管は、印刷面と基材面を重ね合わせた上
に、重りによって均一な加重（１ｋｇ／ｃｍ2）を印刷物全体にかけた状態を２４時間（
４５℃恒温槽保管）で行った。２４時間後、印刷面と基材面を剥ぎ取り、目視によって下
記基準に従い評価した。
　評価基準は下記の通りであり、ここで優秀と良好が要求性能範囲である。
適合：印刷面には膜の破れ等がなく、かつ、基材面にはインクの転写が無い。
　不適合：印刷面には膜の破れや膜の内部破壊が一部に見られるか、又は、基材面にイン
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　不良：印刷面には膜の破れや膜の内部破壊が全面に見られるか、又は、基材面にインク
の転写が全面に見られる（ここで一部とは全面積の５０％以上）。
【０２２１】
【表１６】

【０２２２】
＜実施例４＞
　顔料種を代えて作製したインク（Ｆ，Ｉ及びＪ）を用いて印刷した画像の色相及びレリ
ーフ感を評価した。評価した画像は前記プリンターを用い、被記録媒体上に付与する単位
面積当たりの液滴量を、１．１ｍｇ／ｃｍ2～１３．２ｍｇ／ｃｍ2の範囲で変化させた。
【０２２３】
（イエロー硬化膜の色相の評価）
　前記プリンターのイエローインク用ヘッドに、イエローインク（Ｆ，Ｉ及びＪ）を充填
した。このプリンターを用い、イエローのベタ画像を白色ＰＶＣ基材上に印画（１，５０
０ｍＪ／ｃｍ2のエネルギーで露光）し、イエロー硬化膜を得た。市販の測色計（グレタ
グ社製ＳＰＭ１００－ＩＩ）を用いて、硬化膜の反射濃度及びａ*、ｂ*値を測定した。評
価基準は下記の通りである。
　　４点：１０５＜ｂ*

　　３点：１００＜ｂ*≦１０５
　　２点：９５＜ｂ*≦１００
　　１点：ｂ*≦９５
【０２２４】
（イエロー硬化膜のレリーフ感）
　イエローのベタ画像を白色ＰＶＣ基材上に印画（１，５００ｍＪ／ｃｍ2のエネルギー
で露光）し、イエロー硬化膜を得た。
　被験者１０名に対し、ベタ画像部と非画像部の境界部を観察し、盛り上がりが視認でき
るかどうか判断して貰った。評価基準は下記の通りである。
　　４点：１０名のうち全員が視認できないと判断した。
　　３点：１０名のうち視認できた人数は３名以下であった。
　　２点：１０名のうち視認できた人数は４名以上７名以下であった。
　　１点：１０名のうち視認できた人数は８名以上であった。
【０２２５】
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【表１７】

【０２２６】
【表１８】

【０２２７】
【表１９】

【符号の説明】
【０２２８】
　１０：インクジェット記録装置
　１２：インクジェット記録用ヘッドユニット部
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　１４：ヘッドメンテナンス・クリーニング用ボックス
　１６：ヘッド往復運動動力部
　１８：ヘッド用固定軸
　２０：コントロール用パーソナルコンピューター
　２２：被記録媒体吸引ステージ
　２４：インクタンク
　２６：被記録媒体
　２８：被記録媒体搬送用ローラー
　３０：被記録媒体巻取り用ローラー
　３２：紫外線照射用メタルハライドランプ
　Ｗ：ホワイトインク組成物用インクジェットヘッド
　Ｃ：シアンインク組成物用インクジェットヘッド
　Ｍ：マゼンタインク組成物用インクジェットヘッド
　Ｙ：イエローインク組成物用インクジェットヘッド
　Ｋ：ブラックインク組成物用インクジェットヘッド

【図１】

【図２】



(53) JP 2010-235776 A 2010.10.21

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｂ４１Ｍ   5/00     (2006.01)           Ｂ４１Ｍ   5/00    　　　Ｅ          　　　　　
   Ｂ４１Ｊ   2/01     (2006.01)           Ｂ４１Ｍ   5/00    　　　Ａ          　　　　　
   　　　　                                Ｂ４１Ｊ   3/04    １０１Ｙ          　　　　　
   　　　　                                Ｃ０９Ｂ  67/20    　　　Ｊ          　　　　　

Ｆターム(参考) 2H186 AA02  AB11  BA08  DA10  FA07  FB03  FB13  FB15  FB36  FB40 
　　　　 　　        FB41  FB45  FB46  FB54  FB57 
　　　　 　　  4J037 AA30  CB07  CB13  CB16  CB21  CB28  CC15  EE08  EE43 
　　　　 　　  4J039 AD06  AD21  BC12  BC31  BC33  BC41  BC50  BC51  BC53  BC54 
　　　　 　　        BC55  BE01  BE02  BE27  EA05  EA17  EA44  GA24 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

